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平成３０年塩尻市議会９月定例会 

産業建設委員会会議録 
 

○日  時 平成３０年９月３日（月） 午前１０時 

○場  所 全員協議会室 

○審査事項 

議案第 ７号 平成２９年度塩尻市水道事業会計剰余金の処分及び決算認定について 

議案第 ８号 平成２９年度塩尻市下水道事業会計剰余金の処分及び決算認定について 

議案第 ９号 平成２９年度塩尻市農業集落排水事業会計剰余金の処分及び決算認定について 

議案第１１号 塩尻市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関する条例の一部を改正する条例 

議案第１２号 塩尻市工場立地法準則条例 

議案第１３号 塩尻市地場産業振興センター条例 

議案第１７号 市道路線の廃止及び認定について 

議案第１８号 平成３０年度塩尻市一般会計補正予算（第６号）中 歳出６款農林水産業費、７款商工費、８

款土木費 

議案第２２号 平成３０年度塩尻市水道事業会計補正予算（第１号） 

 

○出席委員・議員 

       委員長   金子  勝寿 君     副委員長   中野  重則 君 

        委員   柴田   博 君       委員   丸山  寿子 君 

        委員   永井  泰仁 君       委員   篠原  敏宏 君 

        議長   金田  興一 君 

○欠席委員 

       なし 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○説明のため出席した理事者・職員 

       省略 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○議会事務局職員 

       議会事務局長   竹村  伸一 君   議会事務局次長   横山  文明 君 

       庶務係主事    二木  義文 君 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

午前９時５６分 開会 
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○委員長 おはようございます。先週に引き続きまして、審査を続行いたします。委員は全員出席であります。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

議案第７号 平成２９年度塩尻市水道事業会計剰余金の処分及び決算認定について 

○委員長 それでは、議案第７号平成２９年度塩尻市水道事業会計剰余金の処分及び決算認定についてを議題と

いたします。説明を求めます。 

○経営管理課長 それでは別冊になりますが、平成２９年度塩尻市水道事業会計、下水道事業会計、農業集落排

水事業会計決算書をお開きください。２ページをお願いいたします。水道事業の報告になります。 

１の概況につきまして、本会議で部長から説明がありましたので、省略させていただきます。 

○委員長 課長、長いですので着座で構いません。 

○経営管理課長 それでは、着座で失礼させていただきます。なお、今回の決算書及び決算説明資料の表示でご

ざいますが、平成２８年度の各数値の記載につきましては、楢川簡易水道事業統合前の数値となっておりますの

でよろしくお願いいたします。 

それでは、４ページをお願いいたします。（２）議会議決事項等になりますが、平成２９年度に行われました議

会の議決事項と報告事項などを記載してございます。 

次に、５ページ、６ページをお願いいたします。ここでは、職員に関する事項と（６）その他に他会計の補助

金等に係る特定収入の使途を記載してございます。 

次に、７ページをお願いいたします。２の工事になりますが、建設改良費で施工した６３件、１２億２８８万

４，０００円余の工事概況とその一覧を７ページから１０ページまで記載してございます。 

次に、１１ページをお願いします。３、業務になりますが、初めに（１）業務量、アの水源における業務量で

ございますが、中ほどの総配水量は、楢川簡易水道事業の統合により、表の下から４段目の橋戸水源を加え、合

計で８５３万６，８７６立方メートル、その右の１日平均配水量は２万３，３８９立方メートルでございます。 

次にその下のイ、給水業務、（ア）有効水量でございますが、平成２９年度の有効水量は７１７万６，５７３立

方メートルで、前年度と比べ２９万５，７２４立方メートル増となっており、一番右の有収率は、８４．１％と

前年度と比べ０．２％の増となっております。 

次に、その下の（イ）普及状況でございますが、平成２９年度の現在給水戸数は２万７，３７７戸で、前年度

と比べ１，２８５戸の増となり、人口は６万７，３９０人で、前年度と比べ２，４４２人の増となっており、そ

の右の給水普及率は９９．９％と、前年度と同率になっております。 

次に、１２ページをお願いします。下段のウ、管路延長でございますが、平成２９年度末の延長の合計は、楢

川簡易水道事業分の管路延長を加え、合計で６３万３，１５９メートルで、前年度と比べ５万７７２メートルの

増となっております。 

次に、１３ページをお願いします。ここでは、収益的収入及び支出に関する事項を科目別に記載してございま

すが、後ほど明細書のほうで説明させていただきますので、ここでは省略させていただきます。 

続きまして、１４ページをお願いします。４の会計でございますが、１４、１５ページには重要契約の要旨と

して契約金額１，０００万円以上の工事契約２５件と、１６ページには契約金額２００万円以上の委託契約１０

件の明細を記載してございます。 
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次に、１７ページをお願いします。（２）企業債の概況でございます。まず、本年度のア、借入状況につきまし

ては、東山水系水道システム再構築事業などに係る１億１，２７０万円の借り入れをしてございます。 

次にイ、償還状況につきましては、楢川簡易水道事業の借り入れ分５８件を加え、借入総件数合計１１２件と

なり、そのうち償還した元金は１００件、３億２，８６８万円余、支払利息は１１１件、１億９５７万円余を合

わせた右の合計４億３，８２５万円余の償還をしてございます。この明細につきましては、４９ページから５２

ページの企業債明細をごらんいただきたいと思います。 

それでは、５２ページの一番下を見ていただきたいと思いますが、総計をごらんいただきますと、一番下にあ

ります数字でございますが、楢川簡易水道統合により、先ほどの５８件の８億９，６９１万円余を加えるととも

に、本年度の償還と新たな借り入れを含め２９年度末の未償還残高は５２億４，９９８万円余となっております。

前年度より６億８，０９３万円余が増加となっております。 

続いて、ページ飛びまして３２ページをお願いします。３、収益費用明細書になりますが、税込みで記載して

ございます。主なものについて、それぞれ担当課長から説明をさせていただきます。 

まず収益の部、１款水道事業収益１項営業収益１目給水収益の水道料金につきましては、楢川簡易水道事業分

を加え、１４億６，１０１万８，０００円余で、前年度と比べ６，３６６万３，０００円余、４．６％の増とな

っております。また、水道料金の算定となった調定給水量は７１５万７，４３８立方メートルで、前年度と比べ

２９万５，７２４立方メートル、４．３％の増となっております。また、収納率につきましては９８．２％で、

前年度より０．２％の増となっております。 

次に、３目その他営業収益３節他会計負担金の７，３１８万２，０００円につきましては、使用料徴収経費と

して下水道事業会計と農業集落排水事業会計から負担をいただくものでございます。 

その下の４節施設負担金の３，７８５万５，０００円余につきましては、給水装置の新設や改造に伴う新規加

入、口径変更に係る施設負担金で、前年度と比べ２４１万４，０００円余の減となっております。 

次に、３３ページをお願いします。２項営業外収益３目資本費繰入収益の４９４万２，０００円とその下の４

目補助金の２，４２３万７，０００円につきましては、企業債の元金償還金と利子償還金及び消火栓用水に係る

費用で、一般会計からの繰入金でございます。特に４目の補助金につきましては、前年度と比べ１，５６７万１，

０００円余が増となっておりますが、これは楢川簡易水道事業の統合による増でございます。 

その下の６目長期前受金戻入につきましては１億９，５９０万１，０００円余で、前年度と比べ４，５２６万

９，０００円余の増となっておりますが、これにつきましても楢川簡易水道の統合による増でございます。過去

において建設工事に伴い、その財源として交付された補助金負担金について減価償却費の見合い分を順次償却し

ているものでございまして、伝票上で振りかえ処理を行うもので、実際の現金の収入は伴わないものでございま

す。私からは以上でございます。 

○浄水担当課長 引き続きまして、決算書３４ページからお願いいたします。ここからは支出の部、３条支出と

なります。 

○委員長 着座で構いません。 

○浄水担当課長 失礼いたしました。着座でお願いいたします。１款１項１目原水及び浄水費でございますが、

主なものにつきまして御説明をいたします。３４ページ下段、１８節通信運搬費２４９万５９３円でございます
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が、主なものにつきましては、備考欄上から２つ目の黒ポツ、ＮＴＴ専用回線使用料１６７万２，４８０円でご

ざいますが、市内の水道施設監視用のテレメーターの専用回線ということで、２６回線分の使用料でございます。 

次に、３５ページをお願いいたします。２０節委託料２，８３４万９，４６９円でございます。備考欄１つ目

の黒ポツ、水質検査業務委託料１，５０７万６，１５２円でございますが、水道法に基づきまして義務づけられ

ております水質検査の業務委託でございまして、原水１３カ所、浄水１６カ所の１年間の水質検査の委託料でご

ざいます。なお、検査につきましては、全てにおいて定められました水質基準をクリアしたものでございます。

備考欄６つ目の黒ポツ、水道事業スラッジ処理業務委託料につきましては、各浄水場の浄水処理過程で発生しま

した汚泥の引き抜き搬出処分の委託料でございまして、平成２９年度は引き抜き運搬条件等が同様であります床

尾浄水場及び小曽部浄水場の処分料３１６万３，７０２円でございます。上西条浄水場分、１９．１２トンでご

ざいますが、２９万４５５円でございますが、これにつきましては上西条浄水場の沈殿池の引き抜きポンプ引き

抜き弁が不調になりまして、急遽引き抜きを行ったものでございます。楢川浄水場分９．１６トンでございまし

て、１９万７，８５６円。この３契約でございまして、トータルの汚泥処分料は２３７．５２トン、合計で３６

５万２，０１３円の金額となったものでございます。その２つ下の黒ポツ、中央監視装置点検業務委託料４１５

万８，０００円につきましては、床尾浄水場及び各施設に設置されております塩尻市水道施設遠隔監視装置の点

検業務委託料でございます。 

次に、２３節修繕費３，２２７万５，９００円でございますが、この主なものにつきまして御説明をいたしま

す。備考欄一番上の黒ポツ、床尾浄水場関係修繕費１，８６５万３，７６０円でございますが、パック注入機器

等の経年劣化により適正注入が困難になっていました装置の改修工事、床尾浄水場パック注入器及び制御盤改修

工事１，７２８万円を含め５件分の工事を実施したものでございます。その３つ下の黒ポツ、楢川浄水場関係修

繕費は、楢川浄水場膜ろ過設備修繕工事４４８万２，０００円でございまして、Ｎｏ．１の膜ろ過供給ポンプの

分解整備を初め膜ろ過モジュールのパッキン交換、Ｎｏ．１系列の薬品注入ポンプの取りかえを行ったものでご

ざいます。備考欄下から２つ目の黒ポツ、配水池、ポンプ室等修繕費４６６万７，７６０円では、勝弦堤平減圧

弁のオーバーホール１０５万８，４００円を含め１０件の修繕を実施したものでございます。 

次に、２８節動力費３，５６０万５，５５９円でございますが、浄水場を含めましたポンプ機場や配水池等の

水道施設７６カ所分の電気料でございます。 

次に、３６ページ一番上の３８節受水費２億８，９４５万１２８円でございます。主なものは、松塩水道用水

の受水費２億８，８６２万２，７９８円でございまして、松塩水道用水本山浄水場から１日あたり１万６，５０

０立米を年間受水した費用でございまして、１立米当たりの単価は４７．９６円でございます。私からは以上で

ございます。 

○上水道課長 着座のまま失礼いたします。続きまして、２目配水及び給水費をお願いいたします。２０節の委

託料になります。１，１８４万９，４３６円の主なものでございますが、１つ目の備考欄の黒ポツ、マッピング

管理台帳修正業務委託料３６７万２，０００円。こちらにつきましては、平成２８年度の施工配水管のデータ更

新をしたものでございます。また、その下の黒ポツ、マッピングシステム保守業務委託料につきましては、シス

テムの保守業務となっております。 

次に、２３節の修繕費をお願いいたします。９，６２１万３，８３８円でございますけれども、２つ目の黒ポ
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ツ、鉛製給水管解消４４２件といたしまして６，３０８万２，８００円を支出したものでございます。 

続きまして、３７ページをお願いいたします。３目受託工事費２６節工事請負費をお願いいたします。１３０

万６８０円につきましては、下水道事業関連、また大門七番町セイコーエプソン宅地開発事業関連の工事を行っ

たものでございます。私からは以上です。 

○経営管理課長 その下の４目業務費になりますが、１節の給料から１８節の通信運搬費は前年度と比べ大幅な

減となっておりますが、これは昨年４月から水道料金の賦課徴収業務を民間委託したことにより、職員４人、嘱

託員４人、臨時職員２人、計１０人の削減と、また下水道事業の徴収員として嘱託員１人の減となっております。

トータルで１１人の減となっております。その中の印刷製本費以下でございますが、これについても民間委託に

よるものでございます。 

続きまして、３８ページをお願いします。２０節委託料の１億２，９０６万７，０００円余につきましては、

前年度と比べ５，６８９万４，０００円余の増となっておりますが、この主なものについては、備考欄の一番上

の黒ポツ、水道料金徴収業務委託料は、民間委託による水道の受付業務からメーター検針、水道料金の賦課徴収

に係る業務を委託した１億９００万４，０００円余と、その３つ下の黒ポツ、検定有効期間満了量水器取替業務

委託料１，７３４万４，０００円余で、計量法による水道メーターの使用期間が８年と定められており、該当す

る３，４６８件の取替業務を委託したものでございます。いずれも塩尻市水道事業協同組合に委託したものでご

ざいます。 

続きまして、その下の２１節手数料の７３９万３，０００円余につきましては、水道料金の収納に係る金融機

関とコンビニの取扱手数料が主なものでございます。 

次に、３０節材料費の１，０８９万３，０００円余につきましては、先ほども説明しましたが、計量法による

メーター交換による平成３０年度に取りかえ予定をしている５，４３６戸のメーターの購入代でございます。 

続きまして、４０ページをお願いします。１の営業費用６目減価償却費の６億５，７４８万５，０００円余に

つきましては、２９年度の減価償却費を計上したものでございます。前年度より８，４９１万円余の増となって

おりますが、楢川簡易水道事業の統合による増が主なものでございます。明細につきましては４７、４８ページ

の減価償却費欄をごらんいただきたいと思います。 

その下の７目資産減耗費１節固定資産除却費の１，１８６万７，０００円余につきましては、２９年度の建設

改良工事に伴い不用となった有形固定資産税等の除却が主なものとなっております。 

２の営業外費用１目支払利息及び企業債取扱諸費の１億９５７万４，０００円余につきましては、さきにも説

明した企業債の利息の支払いでございます。前年度より１，１０９万円余の増となっております。楢川簡易水道

事業の統合によるものが主なものでございます。 

続きまして、４１ページをお願いします。２目の消費税２，７５０万７，０００円余につきましては、２９年

度の消費税の納税額でございます。 

続きまして、４２ページをお願いします。４の資本的収入支出明細書になります。主なものについて説明をさ

せていただきます。 

収入の部、１款資本的収入１項企業債の１億１，２７０万円につきましては、さきに企業債の概況で説明した

とおり、建設改良費の財源として借り入れた企業債でございます。 
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次に、３項負担金１目他会計負担金の１，４６３万７，０００円余につきましては、消火栓１１基分の新規更

新工事に係る一般会計からの負担金でございます。 

次に、２目建設工事負担金の６億７，３２５万５，０００円余につきましては、吉田地区配水施設整備事業、

三才山沢深井戸掘削工事関連のほか、塩尻駅北土地区画整理事業関連等の工事負担金でございます。 

次に、４項補助金１目他会計補助金の２，２８６万２，０００円につきましては、楢川簡易水道事業の統合に

より増となったものでございまして、企業債元金償還金に係る一般会計からの繰入金でございます。私からは以

上でございます。 

○上水道課長 続きまして、４３ページをお願いいたします。ここから支出の部になります。 

２０節の委託料１，１９１万２，４００円の主なものでございますが、１つ目の黒ポツ、宗賀地区配水管改良

設計業務委託９３４万２，０００円につきましては、国道１９号平出歴史公園の推進工事による国道横断部の配

水管改良設計業務になります。 

続きまして２６節、工事請負費をお願いいたします。３億４，２３２万６，０００円でございますが、２つ目

の黒ポツ、配水施設整備事業につきまして、１２工区１億５，５４１万７，４００円を支出したものでございま

す。４つ目の黒ポツ、吉田地区配水施設整備事業費１億２，１６７万２，８００円につきましては、野村配水池

築造にかかわる送配水管布設工事に支出をしたものでございます。 

続きまして４４ページ、３５節負担金をお願いいたします。４，２０７万３，９００円につきましては、吉田

地区配水施設整備事業にかかわる松塩水道用水管理事務所への工事等負担金になります。 

３目浄水施設費２６節工事請負費８億４，１８６万４，８００円につきましては、１つ目の黒ポツ、浄水施設

整備事業といたしまして、耐用年数が経過したもの、また機能障害により発生したものにつきまして、順次計画

的に更新を行っている工事でございます。 

続きまして、４５ページをお願いいたします。１つ目の黒ポツ、吉田地区配水施設整備事業につきましては、

野村配水池築造工事に伴います浄水関係の工事請負費になります。以上です。 

○経営管理課長 続きまして、４６ページをお願いします。２項企業債償還金１目企業債償還金の３億２，８６

８万４，０００円余につきましては、企業債の概況で説明したとおり、企業債元金償還金でございます。前年度

より５，８３４万円余の増となっておりますが、楢川簡易水道事業の統合によるものが主なものでございます。 

続きまして、ページ戻りまして２３ページをお願いします。２、平成２９年度水道事業損益計算書になります。

１年間の経営状況をあらわすもので、税抜きで記載してございます。１の営業収益から２の営業費用を差し引い

た営業利益は、中ほどの右の金額６，９８３万円余となっております。それから、この営業利益に３の営業外収

益を加え４の営業外費用を差し引いた経常利益は、その右の金額１億７，８５６万３，０００円余となっており

ます。 

次に、この経常利益から６の特別損失を差し引いた当年度純利益は、下から４行目の金額１億７，７７６万６，

０００円余となっております。この当年度純利益にその他未処理利益剰余金変動額で減債積立金の取り崩しによ

る１億５，３１６万２，０００円を加えた当年度未処分利益剰余金が一番下の３億３，０９２万９，０００円余

で、前年度と比べ２，５９８万円余、８．５％の増となっております。この増につきましては、簡易水道事業の

統合による収益費用の増、そのほか収益では水道料金の一般分の増、費用では鉛製給水管改修工事等のものが主
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なものでございます。 

続きまして２６、２７ページをお願いします。５の平成２９年度水道事業貸借対照表になります。１年間の財

政状況をあらわすもので、税抜きで記載してございます。資産の部につきましては、１の固定資産と２の流動資

産、それから３の繰延勘定の合計で、一番下の資産合計は１７３億４，２２３万２，０００円余で、前年度と比

べ２５億２，３２３万９，０００円、１７．０％の増となっております。これについては、楢川簡易水道事業の

統合による資産の引き継ぎと吉田配水施設整備事業、東山水系システム再構築などの建設改良事業に係る資産の

増によるものでございます。 

次に、２７ページをお願いいたします。負債の部につきましては４の固定負債、５の流動負債、６の繰延収益

を合計した負債合計は１０６億２，９１９万４，０００円余で、前年度と比べ２７．８％の増となっていますが、

楢川簡易水道事業の統合による企業債と吉田配水施設整備事業などの建設改良事業に係る負債の増によるもので

ございます。 

その下の資本の部につきましては、７の資本金、８の剰余金を合わせた資本合計は、下から２段目の６７億１，

３０３万７，０００円余、お隣一番下の負債資本合計は、資産合計と同額となっております。 

続きまして、ページ戻りまして２４ページをお願いします。上段の表３の平成２９年度塩尻市水道事業剰余金

計算書になります。１年間の資本金、剰余金の増減、変動状況をあらわすもので、税抜きで記載してございます。

上段の左の中ほどに当年度変動額、内訳に移行処理簡易水道事業の統合に係るものとありますけれども、この欄

が楢川簡易水道事業の統合により引き継がれた資本金、剰余金の内訳と、一番右の記載してあります３，４８４

万８，８５０円がその資本の合計となります。 

続きまして、下段の４の平成２９年度水道事業剰余金処分計算書（案）をお願いいたします。先ほど損益計算

書で説明をいたしましたが、当年度未処理利益剰余金３億３，０９２万９，２４２円の処分につきまして、公営

企業法第３２条第２項の規定に基づきまして、その使い道について議会の議決により処分をお願いするものでご

ざいまして、その処分案として、表の右に記載のとおり、水道事業経営戦略の計画により、まず当年度分の純利

益となった１億７，７７６万６，３４９円を減債積立金に積み立て、その残り１億５，３１６万２，８９３円を

資本金へ組み入れることについて議決をお願いするものでございます。説明は以上でございます。御審議のほど

をよろしくお願いいたします。 

○委員長 ただいま説明を受けた内容について質疑を行います。委員より御質問、御意見ございますか。 

○永井泰仁委員 ３３ページの三才山沢水源の原水の供給収益が８２万６，５４５円ということでしたが、これ

は年次経過の中でふえてきているのか減っているのか、原水の供給収益、どんな状況でしょう。 

○上水道課長 三才山沢の収益につきましては、平成２９年度の決算が８２万６，５４５円ということで、６，

３２５立方メートルということですけれども、３０年度は２９年度に三才山沢のポンプ等を更新させていただき

ました。その関係で、８月末ということで７，６４９立方メートルということで、金額につきまして９９万９，

５６９円ということで伸びてきております。 

○永井泰仁委員 効果は少しずつでも出てきているということですので、いいかと思います。それから、３５ペ

ージの塩嶺アルプス配水池用地賃借料で３万４，０００円で微々たるものですが、これは塩尻市で買収ができな

いのはどんな理由で借地になっているのかわかりますか。 



8 

 

○水道事業部長 塩嶺アルプスにつきましては、ちょうど岡谷と塩尻の峠境のところの塩嶺の境にありまして、

敷地的には岡谷市の所有になります。ということですので、岡谷市のほうから当時塩嶺簡水で行っているときに

借地権を借りているもんですから、その継続で岡谷市の用地を借りているという状況でございます。以上です。 

○永井泰仁委員 借地料で３万４，０００円っていえば、そっくり土地を買ってもそんなにでかい金額にはなら

ないんで、また岡谷市と行政対行政で、水道事業部のほうとでまた話してみて、できれば塩尻で買収しちゃった

ほうが将来にえらいもめることもないし、話を進めたらどうかというふうに思います。 

○委員長 要望でいいってことです。 

○永井泰仁委員 これは要望でいいです。そのほかにあります。 

平成２９年度の決算説明資料のほうの１３ページを見ますと、経常収支比率は１１０．８％が１１１．８％と

いうことで改善をされているし、トータルでは非常にいい方向ではないかと思いますが、その中で若干数値的に

変化の多い営業収支比率だとか、あるいは企業債の残高ですか、それから職員給与対比というようなことで若干

数値の変動が見られますが、これはどんな理由でしょうか。 

○経営管理課長 今の営業収支比率でございますけれども、今回の楢川簡易水道事業によるものが主な原因でご

ざいまして、この営業収支比率につきましては、そちらに書いてあるとおり営業収益を営業費用で割った数値に

なっておるものでございまして、これについては受託工事関係は除いてございますが、営業収益は簡易水道によ

りまして水道料金が若干ふえておりますが、その費用につきましては、簡易関係の維持管理費、また簡易水道の

減価償却費がそれ以上にふえているということで、数値のほうが２．０ポイント減っている状況でございますし、

それから企業債残高対給水収益比率につきましては、簡易水道の借り入れの企業債がふえておりますので、そう

いった関係で数値が若干ふえておりまして、状況としては悪くなっているという状況でございます。それに伴っ

てその下にあります元金、それから利息の比率についても悪くなっている状況でございます。それから、下から

２番目の職員給与費対給水収益比率でございますけれども、これにつきましては、職員給与費を給水収益で割っ

た数字になりますけれども、今回の民間委託による職員の数が減っておりますので、数字としては上がっている

状況になってございます。以上でございます。 

○委員長 よろしいですか。ほかに。 

○丸山寿子委員 ３８ページで手数料ですが、平成２９年度において金融機関における手数料とコンビニ収納の

手数料、あります。まず確認で、それぞれ手数料１件幾らで、２９年度はそれぞれ何件がそれぞれ金融機関とコ

ンビニであったのかについてお願いします。 

○経営管理課長 コンビニとそれの数字でございますけれども、月平均で把握しておりますので、それでお願い

をしたいと思いますけれども、２９年度の口座振替が月平均２万３，４８５件になります。それから、納付書関

係で出したものの中でコンビニと現金納入に分かれますけれども、コンビニについては月平均５，０３４件、そ

れから現金納入について２，５６４件ということになります。金額につきましては、口座振替が１０円、納付書

については３０円、それからコンビニについては５２円ということになっております。 

○丸山寿子委員 収納率といいますか、滞納等の関係ですけど、傾向として２９年度どうだったのかについてお

願いします。 

○経営管理課長 これは、民間委託によりまして前年度よりもふえております。現年が９８．１８％ということ
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で、前年が９８．０１％ということで、０．１７％ふえております。それから滞繰につきましては５１．９０、

昨年が５０．３４ですので、１．５６％ふえている状況になります。 

○丸山寿子委員 ちょっと説明でふえるっていうところの、もうちょっと、私がよくわかりにくいんですけど。

どっちにふえる。 

○経営管理課長 収納率は上がっております。これにつきましては、民間委託をしたことによって民間のノウハ

ウ等も取り入れながら、それでうちのほうとの定例会もしながら、今までどこがどういけなかったとかいうこと

も反省を踏まえながら滞納整理、それから給水停止についても厳格に対処しまして、収納率が上がったという状

況でございます。 

○委員長 ほかに。 

○柴田博委員 ３８ページの真ん中あたりの取りかえ用のメーターの購入についてですけれども、５，４３６個

ということでかなり数は多いんですけど、これはどういう形で購入されているのか、購入方法について説明して

ください。 

○経営管理課長 これにつきましては、メーターがそれぞれ口径によって小さいのが１３ミリ、それから大きい

１００ミリ等もありますし、中にはメーターの中で遠隔で、メーターボックスを開かずに外でも見られる、そう

いうメーターがありますけれども、それぞれの購入単価をうちのほうで設計をしまして、来年幾つかえるってい

うことがわかりますので、それに見合ったものについて見積もりで入札をさせていただいております。 

○柴田博委員 これは次の１年間分を計算をして、一括で購入して、どこかへストックしておくわけですか。 

○経営管理課長 メーター交換につきましては、大体年に１回ということで、５月ころからそれぞれの水道事業

協同組合のほうへお願いをしておりますけれども、実際は前の年の３月ころまでに購入をするということで、４

月になってからの購入だと間に合いませんので、それで事前の３月ころ納入をさせていただいて、一括納入とい

うことで、もう数がわかりますので、そういう形になっております。 

○柴田博委員 わかりました。あと３５ページの下のほうに補償費っていうのがあるんですけれども、床尾浄水

場関係補償費ということなんですけど、これはどんな中身の補償費になっているのか、もしわかったらお願いし

ます。 

○浄水担当課長 これは床尾浄水場の水源となっております日出塩の田用水組合で使っていました田用水を水

道水に転用させていただいております。その取水契約に基づいた補償となっております。 

○柴田博委員 水代というか、水の購入費ということと同じということですか。 

○浄水担当課長 はっきり言えば、そういうことになります。 

○柴田博委員 わかりました。 

○委員長 いいです。ほかにございますか。 

○丸山寿子委員 ３６ページですが、委託料のところで、このマッピングシステムっていうのが、内容がどうい

うものなのかについてちょっとまず教えていただきたいです。 

○上水道課長 マッピングシステムにつきましては、以前は紙ベースで台帳をつくっておりましたけれども、う

んと簡単にいいますと、市内の平面図がありまして、道路のどこにどんな配水管それから給水管が入っているか

というデータとそれから位置図が入ったものです。また給水については、所有者とか、どのぐらい月、使ってい
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るかとか、そういった水道事業でやっております浄水施設のデータが全て入ったものをパソコン上といいますか、

データとして行っておりますし、前年度工事等で配水管をかえていったものとか所有者がかわったもの、そうい

うものについては、そこで全て修正をかけまして反映させていくという、そんなものです。 

○丸山寿子委員 これはどこに委託をしているんですか。 

○上水道課長 株式会社パスコに委託しております。 

○委員長 ほかにございますか。 

ないようなので、自由討議を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないので、討論を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないので、採決を行います。議案第７号については、可決及び認定することについて御異議はござい

ませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長 異議なしと認め、議案第７号については認定することに決しました。次に進みます。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

議案第８号 平成２９年度塩尻市下水道事業会計剰余金の処分及び決算認定について 

○委員長 議案第８号平成２９年度塩尻市下水道事業会計剰余金の処分及び決算認定についてを議題といたし

ます。説明を求めます。着座でいいです。 

○経営管理課長 失礼させていただきます。それでは、決算書の５４ページをお開きいただきたいと思います。

塩尻市下水道事業の報告になります。 

１の概況につきましては、本会議で説明がありましたので省略させていただきます。 

５７ページをお願いします。（２）の議会議決事項等になりますが、平成２９年度に行われました議会議決事項

と報告事項を記載してございます。 

○委員長 もうちょっとマイク近づけてもらっていいですかね。 

○経営管理課長 それでは５８、５９ページをお願いいたします。ここでは職員に関する事項とその他、他会計

の補助金等に係る特定収入の使途を記載してございます。 

次に、６０ページをお願いします。２の工事になります。建設改良費で施工した７２件、４億９，１３１万円

余の工事概況とその一覧を６０ページから６３ページまでに記載してございます。 

次に、６４ページをお願いします。３の業務になりますが、初めに（１）、業務量、ア、下水道事業でございま

すが、上から４段目の平成２９年度水洗化人口は５万９，４７６人で、前年度と比べ１２５人、０．２％の増と

なっております。次に、その４つ下の水洗化率は９７．８％で、前年度と比べ０．１％の増となっております。 

続きましてイ、有収水量でございますが、塩尻市浄化センター、楢川浄化センター、小野水処理センターの３

処理場の合計した黒ポツ、処理場計の平成２９年度の年間処理量は７８３万５，２９０立方メートルで、前年度

と比べ１９万２，７８８立方メートル、２．４％の減となっております。その下の平成２９年度の年間有収水量

は６４１万２，７１７立方メートルで、前年度に比べ１１万２，３０３立方メートル、１．８％の増となってお
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ります。その下の有収率は８１．８％と、前年度と比べ３．３％の増となっております。 

次に、６５ページをお願いします。ここでは、汚水管及び雨水管の延長状況が記載してございます。 

続きまして、６７ページをお願いします。４の会計になりますが、６７ページには重要契約の要旨、契約金額

１，０００万円以上の工事１０件と、６８ページには契約金額２００万円以上の委託契約１９件の明細を記載し

てございます。 

次に、６９ページをお願いします。（２）企業債の概況でございます。まずア、借入状況につきましては、建設

改良費の財源として借り入れた平成２８年度繰越借入分１件、１億１，１８０万円と、その下の本年度２件分、

３億１，７６０万円と、利用者の負担の平準化を図るために借り入れた資本費平準化債２件の３億円を合わせた

合計５件の総額７億２，９４０万円の借り入れをしてございます。 

次に、イの償還状況につきましては、借入総件数合計３７７件のうち償還した残金は３４２件、１４億５，０

９５万円余、支払利息は３７１件、３億７，５８１万円余を合わせた右の合計１８億２，６７７万円余を償還し

てございます。なお、この明細につきましては１０１ページから１１１ページに明細がございますのでごらんを

いただきたいと思います。今年度の償還と新たな借り入れを含め、平成２９年度分の未償還残高は１１０ページ

の下の企業債と、それから１１１ページ下の平準化債を合わせた合計で１９６億９，００６万円余で、前年度よ

り７億２，１５５万円余の減少となっております。 

続きまして、８６ページをお願いします。収益費用明細書になりますが、主なものについて説明をさせていた

だきます。 

まず収益の部、１款下水道事業収益１項営業収益１目下水道使用料の１５億３，３４４万５，０００円余につ

きましては下水道使用料で、前年度と比べ３，４０９万８，０００円余、２．３％の増となっております。また、

下水道使用料の算定となった有収水量は６４１万２，７１７立方メートルで、前年度と比べ１１万２，３０３立

方メートル、１．８％の増となっております。また収納率につきましては９８．２％で、前年度と比べ０．２％

の増となっております。 

次に、２目の他会計負担金の５億６７５万９，０００円につきましては、総務省の繰出基準による一般会計の

繰入金で、９５ページの資本的収入他会計負担金を合わせると８億５，０００万円となっております。 

次に、８７ページをお願いします。２項営業外収益５目長期前受金戻入の７億６，４９２万９，０００円余に

つきましては、過去において建設改良に伴いその財源として交付された補助金負担金の減価償却費の見合い分を

順次収益化しているものでございます。私からは以上でございます。 

○下水道課長 着座にて失礼させていただきます。私からは費用の部、８８ページになりますが、その主なもの

について御説明させていただきます。 

１款下水道事業費用１項営業費用１目管渠費２０節委託料のうち上から３つ目の黒ポツ、マンホールポンプ場

維持管理業務委託料１，９４９万４，０００円でございますが、塩尻処理区、楢川処理区のマンホールポンプ場

１３８カ所の維持管理委託料でございます。それから３つ下の黒ポツ、塩尻処理区不明水調査業務委託料４８６

万円でございますが、汚水管の埋設から約３０年が経過し、老朽化による管の劣化や不等沈下等による地下水及

び雨水と思われる浸入水が増加傾向にあることから、浄化センターに近い区域の汚水幹線や集水区域の広い汚水

管路のマンホール内に流量計を４カ所設置し、どの管路から多くの浸入水が流入しているか確認するための調査
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を行ったものでございます。 

次に、２３節の修繕費のうち一番上の黒ポツ、マンホールポンプ修繕費１，３８９万７，４４０円でございま

すが、機器の取りかえ、非常通報装置等の交換を行ったものでございます。その下の黒ポツ、管路施設修繕費１，

２８８万４，４００円でございますが、マンホール周りの修繕を４７カ所行ったものでございます。 

９０ページをお願いをいたします。２目の浄化センター費でございます。２０節の委託料のうち上から４つ目

の黒ポツ、脱水ケーキ収集運搬処理委託料１億１，４０５万５，１８０円でございますが、これは５，１９８．

３８トンの汚泥の処分に係る委託料でございます。主な処分といたしましては、セメント材料としましてセメン

ト会社に処分を委託しております。また、沈砂等を含む汚泥につきましては、焼却処分を行う業者へ委託をして

おります。その下の黒ポツ、運転管理業務委託料１億１，７６１万２，０００円ございますが、浄化センターの

管理を日本クリーンアセスに委託し、１２名の職員により運転操作、保守点検管理を行っているものでございま

す。 

次に、２３節の修繕費のうち一番上の黒ポツ、施設修繕費６，１３１万５，３８０円でございますが、常圧浮

上濃縮機、電気設備ほかの修繕を行ったものでございます。 

その下の２８節動力費５，４４３万８，３６５円でございますが、浄化センターで使用した電気使用料でござ

います。 

その下の２９節薬品費４，６７３万１，０６８円でございますが、浄化センターで使用します薬品で、脱臭剤、

活性炭等を購入したものでございます。 

次に、３目の小野水処理場費でございますが、辰野町へ委託をしております北小野地区の汚水処理であります。

小野水処理センターにかかわる辰野町への管理委託料１，９８３万９，１４０円でございます。 

９１ページをお願いをいたします。４目の楢川処理場費の２０節委託料のうち上から３つ目の黒ポツ、汚泥収

集運搬業務委託料８３４万６，１６０円でございますが、楢川処理場で発生する汚泥等を衛生センターまで運搬

する委託料でございます。昨年につきましては１，２８６キロリットルを６，４８０円で委託を行ったものでご

ざいます。私からは以上でございます。 

○経営管理課長 続きまして、９２ページをお願いします。８目業務費３５節負担金の６，６６９万９，０００

円につきましては、使用料徴収業務に係る経費で、水道事業会計へ支払った負担金でございます。 

続きまして、９目総係費５節報酬１万３，４００円ですが、前年度より２０８万２，０００円余減となってお

りますけれども、先ほど水道事業で説明した民間委託により徴収員が嘱託職員１人分ということで、報酬が減に

なっております。 

続きまして、９３ページをお願いします。１０目減価償却費の１４億４，３６３万円余につきましては、有形

固定資産及び無形固定資産の２９年度減価償却費でございます。明細につきましては９９、１００ページの減価

償却費をごらんいただきたいと思います。 

その下の１１目資産減耗費１節固定資産除却費の６７５万３，０００円につきましては、２９年度の建設改良

工事に伴い不用となった施設の除却費用でございます。 

続きまして、９４ページをお願いします。２項営業外費用１目支払利息及び企業債取扱諸費の３億７，５８１

万５，０００円余につきましては、先に説明した企業債等の利息でございます。 
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次に、３目の消費税の３，９０５万５，０００円余につきましては、２９年度の消費税の納税額でございます。 

続きまして、９５ページをお願いします。４の資本的収入支出の明細になります。 

収入の部、１款資本的収入１項企業債の７億２，９４０万円につきましては、企業債の概況で説明したとおり、

建設改良費を財源とする企業債と負担の平準化を図る元金償還金の負担を繰り延べる資本費平準化債として借り

入れたものでございます。 

次に、３項負担金１目他会計負担金の３億４，３２４万１，０００円につきましては、総務省の繰出基準によ

る一般会計からの繰り出しでございます。 

次に、その下の３目受益者負担金の１，０２７万５，０００円余につきましては、納期の到来したもの、新た

に汚水ますを設置したことにより賦課した受益者負担金でございます。 

次に、４項補助金２目国庫補助金の３億１，６０９万３，０００円余につきましては、浄化センター第１期長

寿命化事業、管路施設の長寿命化事業に係る国庫補助金でございます。私から以上です。 

○下水道課長 ９６ページをお願いをいたします。説明資料につきましては１５ページをお願いをいたします。 

支出の部になります。１款資本的支出１項建設改良費１目公共下水道事業管渠施設費２０節委託料の一番上の

黒ポツ、下水道台帳システム整備業務委託料２，７３６万７，２００円でございますが、管路排水設備合併処理

受益地等の情報を整備し、デジタル化を行うもので、区画データ入力、排水設備台帳スキャニング、下水道台帳

データ更新等の下水道システムの導入を行ったものでございます。それから５つ下の黒ポツ、田川左岸４号雨水

幹線工事、実施設計業務委託料２，６４２万７，６００円は、野村桔梗ヶ原土地区画整理事業及び一帯の雨水を

田川へ放流するための雨水系の設計を４５４メートル行ったものでございます。その下の黒ポツ、塩尻駅北土地

区画整理管路施設、実施設計業務委託料１，８１４万４，０００円は、区画整理事業の施工計画、造成計画に合

わせて約３，５００メートルの実施設計を行ったものでございます。 

次に、２６工事請負費の一番上の黒ポツ、公共下水道汚水管路整備事業の汚水支線工事４，２１５万１，３２

０円でございますが、処理区域内の汚水管路の未整備箇所について要望等に基づき施工したものでございます。

また、その下の汚水桝設置工事、汚水桝改修工事につきましても要望等により施工したものでございます。それ

から２つ下の黒ポツ、下水道関連舗装本復旧事業３，５２５万１，２００円でございますが、下水道工事により

傷みの激しい路線３，７３２平米の舗装復旧を行ったものでございます。その下の黒ポツ、公共下水道雨水幹線

整備事業、奈良井川右岸３－１号雨水幹線工事６，４０４万６，０００円でございますが、短歌館前から西側へ

ボックスカルバート１，２００掛ける１，２００ほかを８６．４メートル及び薬液注入等の補助工法を行ったも

のでございます。その下の下水道施設耐震化推進事業、下水道管路耐震化工事１億９，３６８万７，２００円で

ございますが、マンホールと管路接続部へ可とう性継手２９１カ所を設置したものでございます。その下の下水

道長寿命化事業管更生工事１億２，１０１万４，０００円でございますが、管路施設の延命化や機能停止等の事

故を未然に防止するため、既設の汚水管路の内側に新たな管を１，８４４．８メートル挿入し、再構築したもの

でございます。 

３目の処理場建設費２０委託料２億９，８６４万５，１１２円でございますが、塩尻市浄化センター第１期長

寿命化事業により、受変電設備、監視制御設備、自家発電機更新工事及び浄化センター内の管路部分への可とう

性継手の実施設計を日本下水道事業団へ委託したものでございます。 
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９７ページをお願いをいたします。４目小野特環処理場建設費２０委託料３，８３８万６，４１０円でござい

ますが、小野特環公共下水道長寿命化事業により小野水処理センターの計装設備の更新、定置式脱水機設置、Ｏ

Ｄ槽耐震化等の建設工事を辰野町へ委託したものでございます。私からは以上でございます。 

○経営管理課長 それでは、９８ページをお願いします。２項企業債償還金１目企業債償還金の１４億５，０９

５万６，０００円余につきましては、さきに企業債の概況で説明したとおり、企業債元金の償還金でございます。 

続きまして、ページ戻りまして７６ページ、お願いします。下水道事業損益計算書になります。１の営業収益、

２の営業費用を差し引いた営業損益は、中ほどの右の金額１億５，１２３万２，０００円余となっております。

この営業損失に３の営業外収益を加え４の営業外費用を差し引いた経常利益は、その右の金額２億３，５７０万

９，０００円余となっております。 

次に、この経常利益から６の特別損失を差し引いた当年度純利益は、下から４行目の金額２億３，４３０万３，

０００円余となっております。この当年度純利益に減債積立金の取り崩しによる１億６，４５５万３，０００円

余を加えた当年度未処分利益剰余金は、一番下の３億９，８８５万６，０００円余と、前年度と比べ５，９２６

万８，０００円余、１７．５％の増となっております。この利益剰余金の増につきましては、下水道使用料の収

益の増、また管渠費、減価償却費、企業債償還利息などの費用の減によるものでございます。 

続きまして７９、８０ページをお願いします。貸借対照表になります。資本の部につきましては、１の固定資

産、２の流動資産を合計した一番下の資産合計は３８２億２，４６９万７，０００円余で、前年度と比べ１億５，

３３５万９，０００円、０．４％の減となっております。 

次に、８０ページになります。負債の部につきましては、４の固定負債、５の流動負債、６の繰延収益を合計

した負債合計は３４６億８，００３万４，０００円余となっております。その下の資本の部につきましては、２

の資本金と８の剰余金を合わせた資本合計は、下から２段目の３５億４，４６６万３，０００円余となり、上の

負債合計と合わせた一番下の負債資本合計は資産合計と同額になっております。 

続きまして、ページ戻りまして７７ページをお願いします。下段の平成２９年度剰余金処分計算書（案）をお

願いいたします。当年度未処理利益剰余金３億９，８８５万６，５４０円の処分について、その使い道について

議会の議決により処分をお願いするものでございます。表の右の欄に記載のとおり、当年度純利益となった２億

３，４３０万３，１５５円を減債積立金に積み立て、その残りの１億６，４５５万３，３８５円を自己資本金へ

組み入れることについて議決をお願いするものでございます。説明は以上でございます。御審議のほどをよろし

くお願いいたします。 

○委員長 それでは、１０分間休憩といたします。 

午前１１時０６分 休憩 

――――――――――― 

午前１１時１３分 再開 

○委員長 それでは、休憩を解いて再開をいたします。御質問、御意見ございますか。 

○永井泰仁委員 経常収支比率も１０９．６％ということで３．１％上昇して順調に推移をしているんではない

かというふうに安心しておるところですが、６８ページの脱水ケーキの収集運搬先ですが、５カ所ということに

なっていますが、これは受け入れてもらえる先の量によって５業者というか、これだけの会社にふえてきたのか、
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その辺の事情はどんなふうになっていますか。 

○下水道課長 脱水ケーキの収集運搬につきましては、処理業者は４業者でございます。ほかに運搬を専門にし

ている業者がございますので、１業者ということでございます。 

○永井泰仁委員 それと、脱水ケーキは、使い道はどんな方面に使われているか、把握をしているでしょうか。 

○下水道課長 セメントの材料として処分をしていただいておりますので、その先につきましては、業者のほう

で処分をしているということでございます。 

○永井泰仁委員 いいです。 

○委員長 ほかに。 

○柴田博委員 ５８ページの職員の関係ですけれども、今衛生センターには職員は配置されていないんでしょう

か。 

○下水道課長 衛生センターは、正規職員、臨時職員ともございません。 

○柴田博委員 いない。 

○下水道課長 はい。 

○柴田博委員 業務を請け負っている業者さんだけということになるわけですか。 

○下水道課長 そのとおりでございます。 

○柴田博委員 あと、８８ページの真ん中あたりの塩尻処理区の不明水調査業務委託料の関係ですけど、流量計

をつけて調査しているということだったんですけど、もうちょっと詳しく内容を教えていただけますか。 

○下水道課長 担当係長のほうより御説明申し上げます。 

○下水道係長 ２９年度に不明水調査を行ったんですけど、その前年度ですけれども、市内全域を対象としまし

て、二十数カ所のブロックに分けて不明水調査を行いました。ただ、その調査の中で、塩尻市浄化センターや吉

田の若宮地区を中心にした部分につきましては、かなり広い部分で調査のし残しというところもあったもんです

から、そちらにつきまして、若宮のポンプ場や幹線管渠のところに流量計を１カ月単位で設置しまして、その中

で何回か降雨がありましたので、その降雨によって流量計の数値が上がるのかどうかっていうのを調査いたしま

した。結果につきましては、管路古いんですけれども、特に降雨による不明水の影響はないという結果が得られ

ました。私からは以上です。 

○柴田博委員 取りつけた流量計というのは、調査終わったらまた取り外しちゃうわけですか。 

○下水道係長 不明水調査委託、発注しまして、請負業者によってマンホール内に流量計を設置しまして、調査

期間が終わりましたら撤去をいたします。以上です。 

○柴田博委員 もう１点お願いします。９６ページの下のほうに、材料費のところにマンホールの鉄蓋代ってい

うのがあるんですけど、この１６０万円余ですけども、これで何枚ぐらいになるのかということと、あとマンホ

ールの蓋って今何か人気あるらしいんだけど、塩尻の場合には何種類ぐらいあるのか。１種類だけなのか、それ

からマンホール蓋の取りかえ頻度っていうのは大体どれぐらいもつものなのか、その辺をちょっとお願いします。 

○下水道課長 マンホールの購入枚数でございますけれども、５９枚を購入しております。 

それと対応年数につきましては、その設置場所によって違ってきますが、だいたい３０年くらいです。 

それと、種類でございますけれども、公共下水道につきましては従来どおり１種類でございます。 
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○柴田博委員 取りかえるかどうかっていうのは、表面の磨耗か何かですか。それとももっと違う項目があるわ

けです。 

○下水道課長 表面の摩耗でございます。 

○柴田博委員 いいです。 

○副委員長 説明資料の２３ページをお願いをいたします。下水道事業会計未収金の内訳で、収納率はそれぞれ

上がっておりますが、組合に委託したことだろうと思っておりますが、その他未収金が２億１，６７６万７，６

４０円、現年分としてある。この内容と、それから調定額で１３億９，９００万円ほど調定をしてあるんですが、

その他未収金として挙げてある中身はどんなものなのか。 

○経営管理課長 その他未収金の２億１，６００何がしにつきましては、国庫補助金が２億１，６２０万円、そ

れから受益者負担金の分が５６万７，６４０円ということで、３月で経理のほうを締めますけれども、その後に

入ってくる分がございますので、こんな形になります。以上です。 

○副委員長 １３億９，９００万円も国の補助金ということですか。 

○経営管理課長 担当の係長から説明させていただきます。 

○経理係長 調定額の１３億９，９００万９，９２０円の内訳でございますけれども、先ほどの国庫補助金、あ

と受益者負担金、それと企業債の借り入れが７億２，４００万円ございますので、内訳はそのようになっており

ます。 

○委員長 ほかにございますか。 

よろしいでしょうか。それでは、質疑を終結して、自由討議を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないので、討論を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないので、採決を行います。議案第８号については、原案のとおり認めることに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長 異議なしと認め、議案第８号については、全員一致をもって可決及び認定すべきものと決しました。

次に進みます。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

議案第９号 平成２９年度塩尻市農業集落排水事業会計剰余金の処分及び決算認定について 

○委員長 議案第９号平成２９年度塩尻市農業集落排水事業会計剰余金の処分及び決算認定についてを議題と

いたします。説明を求めます。 

○経営管理課長 それでは、決算書１１３ページをお開きいただきたいと思いますが、ここからは１の概況にな

ります。１１６ページまでについては省略をさせていただきますので、よろしくお願いします。 

１１７ページをお願いします。２の工事費になりますけれども、建設改良費で施工した４件、４９１万４，０

００円の工事概況とその一覧が記載してございます。 

１１８ページをお願いします。３の業務になりますが、業務量、アの農業集落排水事業でございますが、上か

ら４段目の平成２９年度水洗化人口は５，５９３人で、前年度と比べ７３人、１．３％の減となっております。



17 

 

次に、その表の一番下の水洗化率は９２．４％で、前年度と比べ０．１％の増となっております。 

続きまして、イの有収水量でございますが、平成２９年度の年間処理水量は５３万２，７１５立方メートルで、

前年度と比べ６，３７３立方メートル、１．２％の増となっております。また、その下の２９年度の年間有収水

量は４７万２，３０９立方メートルで、前年度と比べ１，２００立方メートル、０．３％の減となっております。

その下の有収率は８８．７％で、前年度と比べ１．３％の減となっております。 

次に、ウでは配水管延長状況が記載してございますので、ごらんいただきたいと思います。 

次に、１２０ページをお願いします。４の会計になりますが、契約金額１，０００万円以上の工事契約１件と

契約金額２００万円以上の委託契約６件の明細を記載してございます。その下の企業債の概況でございますが、

アの借入状況は、２９年度は借り入れがありませんでした。 

次に、イの償還状況につきましては、償還した元金１６９件、１億９，６４９万円余、支払利息は１６９件、

５，０６４万円余で、合わせた合計２億４，７１３万円余の償還でございます。この明細については、１４５ペ

ージから１４９ページをごらんいただきたいと思います。これにより、１４９ページの一番下になりますけれど

も、２９年度末の未償還残高は２２億５，６２３万円余となっており、前年度より１億９，６４９万円余減とな

っております。 

ページ飛びまして、１３６ページをお願いします。収益費用明細書になります。主なものについて説明をさせ

ていただきます。 

収益の部の１目農業集落排水施設使用料の１億４４０万８，０００円余につきましては、農業集落排水の施設

使用料で、前年度と比べ３万１，０００円余の微増となっております。農業集落排水使用料の算定となった有収

水量は４７万２，３０９立方メートルで、前年度と比べ１，２００立方メートル減となっております。また収納

率につきましては９８．７％で、前年度と同率となっております。 

次に、２目の他会計負担金の１億８，９７７万７，０００円につきましては、総務省の繰出基準による一般会

計からの繰り出しで、１４１ページの資本的収入他会計負担金と合わせると２億５，５８５万９，０００円で、

前年度と比べ５５６万５，０００円増となっております。 

次に、２項営業外収益５目長期前受金戻入の１億３，７６６万８，０００円余につきましては、過去において

建設改良に伴う財源として交付されたもので、減価償却に見合うよう順次償却しているものでございます。私か

らは以上でございます。 

○下水道課長 私からは費用の部、１３７ページになります。その主なものについて説明させていただきます。 

１款農業集落排水事業費用１項営業費用１目管渠費２０委託料の上から３つ目の黒ポツ、マンホールポンプ場

維持管理業務委託料４５３万６，０００円でございますが、８農業集落域内にありますマンホールポンプ場６１

カ所の点検清掃等を行った管理委託料でございます。 

次に、２３修繕費の一番上の黒ポツ、マンホールポンプ修繕費７２９万５，４００円でございますが、マンホ

ールポンプのオーバーホール、水位計交換等を行ったものでございます。 

１３８ページをお願いをいたします。２目浄化センター費２０委託料の一番上の黒ポツ、農業集落排水処理施

設維持管理業務委託料１，７１７万２，０００円でございますが、農業集落排水８処理場の管理委託料でござい

ます。その下の黒ポツ、汚泥収集運搬業務等委託料１，４６４万６，４１７円でございますが、農業集落排水の
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各処理場で発生しました汚泥を衛生センターまで運搬した委託料でございます。 

次に、２３節修繕費の１，４３２万２，９６０円でございますが、農業集落排水８処理場の曝気装置ほかの修

繕を行ったものでございます。 

その下の２８動力費１，２７０万３，３９９円でございますが、農業集落排水８処理場の稼働に伴います電力

使用料でございます。私からは以上でございます。 

○経営管理課長 その下の６目業務費３５節負担金の６４８万３，０００円につきましては、使用料徴収業務に

係る経費で、水道事業会計へ支払った負担金でございます。 

続きまして、１３９ページをお願いします。中ほどの８目減価償却費の２億２，０４９万４，０００円余につ

きましては、有形固定資産の２９年度の減価償却費でございます。明細につきましては１４３、１４４ページを

ごらんいただきたいと思います。 

続きまして、１４０ページをお願いします。２項営業外費用１目支払利息及び企業債取扱諸費の５，０６４万

１，０００円余につきましては、企業債の概況で説明したとおり、企業債の利息でございます。 

次に、３目の消費税の４００万９，０００円余につきましては、平成２９年度の消費税の納付税額でございま

す。 

続きまして、１４１ページをお願いします。資本的収入支出の明細になります。主なものについて説明をさせ

ていただきます。 

収入の部ですが、１目他会計負担金の６，６０８万９，０００円につきましては、総務省の繰出基準による一

般会計からの繰出金でございます。私からは以上です。 

○下水道課長 １４２ページをお願いをいたします。支出の主なものについて申し上げます。 

１款資本的支出１項建設改良費１目農業集落排水事業管渠施設費２０委託料の１，１９２万３，２００円でご

ざいますが、岩垂、元洗馬、小曽部処理区を公共下水道区域へ統合するための接続ルートの検討及び処理区統合

に向けて調査や農林水産省と事前協議図書の作成を行ったものでございます。 

２項１目１節の企業債償還金１億９，６４９万５，６６４円につきましては、過去に借り入れをいたしました

企業債元金の償還でございます。私からは以上でございます。 

○経営管理課長 ページ戻りまして、１２７ページをお願いします。損益計算書になります。 

１の営業収益からずっと見ていただきまして、一番下になりますけれども、下から４行目ですが、当年度純利

益につきましては５，２７６万円余になります。前年度の繰越剰余金はありません。一番下の当年度未処理利益

剰余金につきましては１億７４１万４，０００円余で、前年度より１，７３６万円増となっております。 

続きまして１３０、１３１ページを見ていただきたいと思います。貸借対照表になります。 

資産の部でございますが、一番下を見ていただきまして、資産合計でございますが６３億６，８５０万円余で、

２億８３４万円減ということになっております。 

１３１ページをお願いします。負債の部でございます。中ほどになりますが、負債の合計は５１万７，７３７

万円余ということでございますし、その下の資本の部でございますが、下から２行目になりますが、６３億６，

８５０万円ということでございまして、その両方合わせた負債資本合計は、一番下になりますけれども、資産の

部と同額になってございます。 
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ページ戻って、１２８ページをお願いします。下段の剰余金処分計算書（案）をお願いいたします。当年度未

処理利益剰余金１億７４１万４，１６３円の処分について議決をお願いするものでございまして、表の右の記載

のとおり、当年度純利益となった５，２７６万４，８８５円を減債積立金に積み立て、その残り５，４６４万９，

２７８円を自己資本金へ組み入れするものでございます。説明は以上でございます。御審議のほどよろしくお願

いいたします。 

○委員長 それでは説明を受けましたので、御質問、御意見等ございますか。 

○永井泰仁委員 対象区域内の水洗化率が０．１ポイント上がっているということで、９２．４％ということで

結構ですが、農集排の場合には公共下水道と違って法的に強制加入はできないですが、これから農集排は公共下

水に接続すると当然１００％目指して法的にはやっていくことになりますが、これ１００％に近づける努力とい

うものが必要だと考えますが、どんなふうに考えていますか。 

○下水道課長 今のところ、ちょっとそこまで深く考えておりませんでしたけれども、今後につきましては、お

客様センターへも委託してあるものですから、そういう徴収業務に当たっている方たちも通じながら、水洗化率

のアップを図っていくようなＰＲをしていきたいと思いますし、なかなか進まないようであれば、過去に戻りま

して、またＰＲ集等をつくりましてＰＲをしていきたいと思っております。 

○永井泰仁委員 ここで農集排の洗馬のほうですか、とりあえず２カ所公共へつなぐということになってきたも

んですから、この未加入のところも今から加入してもらうような話をしていって、ちょうど切りかわったときに

みんな協力してもらえるような態勢をつくっていかなきゃいけないし、今のところは農集排は法的に縛りがない

もんですから自由だという考えかもしれませんが、公共になると基本的にそこの区域内は全員入るという前提で

縛りが来るもんですから、その辺のところをまた職員の皆さんも入ってないところはだいたい掌握できているで

しょうから、ぜひまた訪問等をして、ぼつぼつその趣旨も話をして１００％に近づけるような努力をしてほしい

と思います。要望にしておきます。 

○委員長 要望でいいですか。ほかにございますか。 

○柴田博委員 １３８ページの上のほうの修繕費のところで、ＯＤ槽曝気装置修繕ほかっていうことで、ＯＤ槽

の場合のことが書かれているんですけど、８施設は全部ＯＤ方式なんですか。 

○下水道課長 処理方針につきましては、ＯＤと連結流入間欠曝気方式ＪＡＲＵＳとか、処理場によってタイプ

が若干違います。 

○柴田博委員 それはつくるときの話なんで昔の話ですけど、どんな条件でそういうあれを変えたわけですかね。 

○下水道課長 多分、規模と経済性等を比較する中で、数ある方式の中からこの方式を選定したものだと思いま

す。 

○柴田博委員 ちなみに８つの施設の内訳、数だけ教えてもらえますか。ＯＤ何カ所、ＪＡＲＵＳのⅢ型何カ所

とかいうふうに。 

○下水道課長 ＯＤが３カ所、それとＪＡＲＵＳが３カ所、それと流入調整槽前置式が１カ所ということでござ

います。 

○柴田博委員 もう１カ所は。 

○下水道課長 申し遅れました。農集とはちょっと若干違うんですが、若神子という地区がございまして、これ
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につきましては合併処理浄化槽ということでございますので訂正させていただきます。 

○柴田博委員 それを入れて８カ所と。 

○下水道課長 はい、そうでございます。 

○委員長 いいですか。ほかにございますか。 

ちょっと全般的な話で。農業集落排水事業、一般公共下水道に接続していく、順次っていう話はもう計画的に

あると思うんですが、これ順番的にやりやすいところから、近い洗馬、要は距離の話だと思うんですね、コスト

は一番で。水道ビジョンでちょっとそこまで書いてあったかどうか記憶がないんですが、簡単に洗馬の後どんな

順番でやっていくのが、きょう答弁したからって拘束されるわけじゃないですが、少し説明をしていただけます

かね。 

○下水道課長 この後、小曽部が終わりましたら平成３１年度に向けまして宗賀南部、東山、それから勝弦等を

していく予定でございます。 

○委員長 わかりました。ちなみにコスト的に洗馬、協議会のとき、どのぐらいの値段で接道、まだですかね。

宗賀南部とか東山とか、結構距離あると思うんですけど。 

○下水道課長 まだそこまで、遠い先の将来のことでございますので、検討してございません。 

○委員長 ありがとうございます。 

それでは、質疑を終結しまして自由討議を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないので、討論を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないので、採決を行います。議案第９号については、原案のとおり認めることに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長 異議なしと認め、議案第９号については、全員一致をもって可決及び認定すべきものと決しました。

次に進みます。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

議案第１１号 塩尻市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関する条例の一部を改正する条

例 

○委員長 議案第１１号塩尻市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関する条例の一部を改正

する条例についてを議題といたします。説明を求めます。 

○産業政策課長 議案第１１号塩尻市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関する条例の一部

を改正する条例について御説明申し上げます。まず、議案書の関係ページと議案関係資料９ページをごらんくだ

さい。 

議案関係資料の９ページ、１、提案理由でございますが、地域再生法の一部が平成３０年６月１日に改正され

たことに伴いまして必要な改正をするものでございます。 

２の概要については、長野県から地方活力向上地域等特定業務施設整備計画の認定を受けた事業者が東京都の

特別区の存する区域から特定業務施設、いわゆる本社機能と呼ばれているものです。本社機能を移転して整備し
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た場合の特別償却設備に係る固定資産税について、新たに課税免除の規定を定めるものでございます。 

ここで、現行の制度について申し上げます。地方創生に係る施策の一環としまして、地方での安定した良質な

雇用創出を図り、地方への新たな人の流れを生み出すため、先ほど申し上げましたとおり、東京都の特別区から

本市の地方活力向上地域内であります市街化区域と塩尻駅北地区、こちらに特定業務施設、本社機能を移転して

整備した場合、これを移転型事業と呼んでおります。または、この地方活力向上地域内に本社を置く事業所が特

定業務施設を増設して整備した場合、これを拡充型事業と呼んでおります。この２つの事業における特別償却設

備である家屋または構築物及び償却資産並びに当該家屋または構築物の敷地であります土地に対して課税する固

定資産税について、現在は不均一課税を行っているものでございます。このうち今回の改正は、移転型事業につ

きまして不均一課税を課税免除に改めるものでございます。 

条例の新旧対照表、こちらにつきましては、後ほど御説明をいたします。 

条例の施行等、こちらは公布の日から施行するものでございます。 

それでは次に、新旧対照表をもとに改正箇所を御説明いたします。１枚おめくりいただきまして、議案関係資

料の１０ページ、ごらんください。 

○委員長 課長、着座で。 

○産業政策課長 着座にて失礼いたします。現行の第１条と改正案第１条を比較してごらんください。下線部分

が改修の箇所になります。現行では固定資産税の不均一課税を行うことについて規定をしておりましたが、この

たびの法律改正により課税免除の規定が加わったことから、本条例においても新たに加えるものでございます。

なお、固定資産税相当分については、国から地方公共団体へ減収補塡が講じられる措置がとられております。こ

のことに伴いまして、条例の題名につきましても、固定資産税の不均一課税に関する条例から固定資産税の特例

に関する条例に改めるものでございます。 

現行の第２条及び改正案第２条をごらんください。第２条では、課税の特例に関する税率等を定めております。

現行では不均一課税の税率を１００分の０．０７と規定しておりますが、このたびの法律改正により移転型事業

を行った場合における特別償却設備等に係る固定資産税については課税免除を行うという規定を加えるものでご

ざいます。該当条項は、改正案の第２条第１項第１号でございます。なお、拡充型事業を行った場合における特

別償却設備等に係る固定資産税については、現行のとおり１００分の０．０７を税率として規定しております。

この該当条項は、改正案第２条第１項第２号になります。このほか、条例の改正に合わせて用語及び引用規定を

改正するものでございます。 

第３条以降については、課税免除を行うことにより必要な改正を行うものでございます。 

この条例につきましては、平成２８年３月に制定しておりますが、本市において現在のところ実績はございま

せん。説明は以上でございます。御審議のほど、よろしくお願いいたします。 

○委員長 それでは委員より質問、御意見ございますか。 

○永井泰仁委員 この特定業務施設っていう言葉ですが、具体的にはどういう施設を指しているか、具体的に説

明してください。 

○産業政策課長 特定業務施設は、地域再生法の中で規定はされておりますけれども、いわゆる調査企画部門、

情報処理部門、研究開発部門、国際事業部門、その他管理業務の部門をいずれか有する事務所、もう１つは、研
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究所または研修所であって重要な役割を担う事業所と規定されており、工場は対象外となっております。 

○永井泰仁委員 工場とかそれから運輸とか、そういう業種でないと、これつくっても塩尻市ではあまり期待が

できないような気がするが、見通しとしてはどんなふうに考えていますか。 

○産業政策課長 現在本市の事業用地の空き状況を申し上げますと、非常に工業団地も空きがなく、いわゆる市

街化の工業地域や準工業地域等の工業系の地域においても空きがない状況でございます。実際、案件の相談でも

ないところでございますけれども、こういった制度を整えることによりまして、企業誘致の話があったときは、

誘発要因にするように努めてまいりたいと考えております。 

○柴田博委員 先ほどの説明で、塩尻市においては工場地域に該当するのが市街化区域と駅北の地区だっていう

ことだったんですけど、どういう理由でそこが該当するようになるわけですか。 

○産業政策課長 この条例を２８年に制定をしたときに、この地域、計画の中で定めておりまして、いわゆる市

街化区域というのが都市化を優先していくという地域でありまして、あと駅北の整備が予定されておりましたの

で、そこを含めるような形、将来的な市街化区域を想定したエリアで想定したものとなっております。 

○柴田博委員 それは、塩尻市がそういうふうに指定したということなわけですか。 

○産業政策課長 そのとおりでございます。 

○柴田博委員 いいです。 

○委員長 ほかにございますか。 

１点、いいですか。これ、国から言われてきて改正っていうことですよね。それで地方創生関連、ほか、もう

ちょっと何かないのかなと思って見ているんですが、担当課長は努力して中央から、地方創生関連の予算枠って

いうのは内閣府で一まとめにしていて非常にボリュームもある。塩尻市はトップランナーだと言われながら、一

方で目に見えたものっていうものがまだまだ出てきてないのか、スナバができたっていうことだけど、一般市民

からすれば普段市民が利用する施設ではないと。そういう中で、商工部門なりでさらに今後、地方創生の部分で

の予算の確保でこういうことをやってみたいとか、そういう部分、ちょっと話してもらえないですかね。 

○産業政策課長 今、委員御指摘のとおり、今回は国の制度改正によるものでございますけれども、地方創生の

推進交付金におきましては、地方のいわゆる創意工夫による提案によって国のお金をつけられる事業、今現状で

申し上げますと、スナバでも活用いたしましたし、インターンシップの事業だったりテレワーク事業だったり、

そういう事業を地方創生のトップランナーを自負しております当市においては率先して活用しているところでご

ざいます。今後につきましても、国のいわゆるこういう有利な制度、そういったものの情報をキャッチしながら、

ぜひ産業振興におきましても新たな産業を生んだり、強い産業基盤を築く、そういったものを積極的に活用をし

て本市の経済発展に努めてまいりたいと、そのように考えております。 

○委員長 じゃあ、具体的に何か新しいのは今のところなくて、今言った話の、今まで出てきたやつは今出てき

たけど、今後何かそういうのはないってことですか。 

○産業政策課長 今、具体的な案件は、こういうのっていうのはないんですけれども、これから今年度事業の実

証評価をしまして、来年度に向けいろいろな事業を構築していかなければなりませんので、そういったところで

検討してまいりたいと考えております。 

○委員長 わかりました。よろしいですかね。 
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いいですか。それでは、質疑を終結し、自由討議を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないので、討論を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないので、採決を行います。議案第１１号については、原案のとおり認めることに御異議ありません

か。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長 異議なしと認め、議案第１１号については、全員一致をもって可決すべきものと決しました。次に進

みます。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

議案第１２号 塩尻市工場立地法準則条例 

○委員長 議案第１２号塩尻市工場立地法準則条例についてを議題といたします。説明を求めます。 

○産業政策課長 それでは、議案第１２号塩尻市工場立地法準則条例について、御説明申し上げます。議案の関

係ページ及び議案関係資料の１３ページをごらんください。 

初めに１、提案理由でございます。工場立地法第４条の２第１項の規定により特定工場における緑地面積率等

を定めることに伴い、新たな条例を制定するものでございます。 

２、概要でございます。都市計画法に定める準工業地域、工業地域等における特定工場の緑地及び環境施設の

それぞれの面積の敷地割合に対する割合について次のとおり定めるものでございます。この割合でございますけ

れども、国が定める基準の範囲内において設定をしてございます。表につきましては、条文を説明する際に申し

上げます。 

３、条例の施行等につきましては、公布の日から施行するものでございます。 

ここで、この条例の上程に至りました経過について御説明申し上げます。現行の工場立地法については昭和４

８年に施行され、生産施設の面積や緑地面積等の基準を規定した工場立地に関する準則によりまして、敷地面積

９，０００平方メートル以上または建築面積３，０００平方メートル以上のいわゆる特定工場については、工場

敷地面積の２０％以上の緑地、緑地を含めた２５％以上の環境施設の確保が義務づけられております。緑地とは、

樹木や芝などで表面が覆われている土地及び建築物の屋上等の緑化施設のことを指します。また、環境施設とは、

緑地を含むほか、池や噴水、運動場、太陽光発電施設、雨水浸透施設などのことを指しております。 

その後、平成２４年４月１日に第２次地方分権一括法が施行されまして、工場立地法に関する届け出等の関係

事務が県から市に権限移譲されたことによりまして、国が定める基準の範囲で市が独自に緑地面積率等を緩和で

きる、この条例の制定が可能となりました。本市では現在まで国の定める準則を適用してまいりましたが、この

ような中、理事者を初めまして私どもによります企業訪問から工場を拡張したいが土地がない、現行の緑地面積

率等の規制は新たな設備投資の促進の妨げになっている。そのような声が寄せられまして、工場立地法に基づく

緑地面積率等の緩和の要望が企業からございました。また、国におきましては、本年６月に生産性向上特別措置

法を施行しまして、企業の積極的な設備投資を促しているところでございます。 

これを受けまして、市といたしましても、工場立地法の第４条の２第１項の規定により、緑地面積率等を緩和
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し、企業の設備投資や生産施設の拡張を図ることによりまして、安定した雇用の創出や地域経済の活性化、これ

を図りたいということで今回の条例の上程に至ったところでございます。なお、県内１９市の状況でございます

が、市によりまして面積率等の違いはありますが、すでに９市が準則条例を制定し、緩和しております。 

それでは、議案の関係ページにお戻りをいただきたいと思います。議案のほうになります。条文について説明

をいたします。 

第１条は、条例制定の趣旨を規定したものでございます。 

第２条、定義でございますけれども、用語の定義は、工場立地法において使用する用語の例によるものと規定

しております。 

第３条でございます。第３条では、都市計画法で定められた区域等に応じて敷地面積に対する緑地の面積の割

合、環境施設の面積の割合について規定をしております。対象となります区域といたしまして、都市計画法に基

づく準工業地域、工業地域、工業専用地域及び都市計画区域内のうち用途地域の定めのない区域を対象区域とし

ております。上段、準工業地域の緑地面積率を１０％以上、緑地面積を含めた環境施設の面積率を１５％以上、

中段及び下段、工業地域及び工業専用地域並びに用途地域の定めのない地域の緑地面積率を５％以上、緑地面積

を含めた環境施設の面積率を１０％以上に設定するものでございます。なお、この基準は、対象地域における緑

地及び環境施設の割合でございますけれども、先ほど来申し上げていますとおり、国の定める範囲の中で規定す

るものでございます。なお、第３条で定める区域以外、いわゆる市街化区域の住居系地域、商業系区域等につい

ては、従来どおり国が定める準則、緑地２０％、環境施設２５％を適用してまいります。 

第４条では工業立地法の施行規則４条に規定する緑地以外の環境施設に含まれない駐車場や、環境施設である

太陽光発電施設との重複する緑地及び屋上緑地など面積の算入について第３条に規定する面積率の１００分の５

０まで可能とする規定を設けたものでございます。 

第５条では、特定工場の敷地が第３条で定める区域の２つ以上の区域にまたがっている場合や、第６条では、

特定工場の敷地が本市に隣接する市町村とまたがっている場合、そのようなものを規定しているものでございま

す。 

附則でございますが、この条例は公布の日から施行するものでございます。 

なお、附則の第２項でございますが、経過措置の規定でございまして、工場立地法が適用される前の昭和４９

年６月２８日以前に設置されている、または工事中だった工場において同敷地内に生産施設を増設する場合、補

助率に関する準則に基づく所定の計算式に本条第３条に規定する緑地と環境施設の面積を適用しまして、新たに

設置が必要となる緑地と環境施設の面積を規定するものでございます。 

本年８月１日現在、工場立地法に該当します特定工場は、本市に３１社３３工場ございます。説明は以上でご

ざいます。御審議のほど、よろしくお願いいたします。 

○委員長 委員より御質問、御意見ありますか。 

○柴田博委員 条例のほうの１ページの一番下ですけど、工場立地法施行規則第４条に規定する緑地以外の環境

施設以外の施設ってちょっとわかりにくいんですけど、もう１回説明してください。 

○産業政策課長 こちらは、緑地以外の環境施設以外の施設、これは、いわゆる環境施設に含まれない駐車場、

あと環境施設である太陽光発電施設と重複する緑地及び屋上緑地などの面積の算入について、この面積の第３条
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に規定します面積率の１００分の５０までですので、その割合まで可能とする規定でございます。 

○柴田博委員 駐車場なんかがっていうのはわかるんですけど、日本語としてこの第４条に規定する緑地以外の

環境施設以外の施設というのは成り立つの、これ、ういう文章で。 

○産業政策課長 日本語として成り立っているという点で申し上げますと、ちょっと大変明確な回答ではないん

ですが、いわゆるいろんな自治体でこういった条例を制定してございまして、そういったところの条文を適用し

ながら、本条例を制定しているところでございます。 

○柴田博委員 わかんないな。さっきの説明では、環境施設の中に含まれない駐車場とか含まれる太陽光発電施

設とかっていうような話でしたよね。そういうふうにすると、緑地以外の環境施設っていう言葉では、緑地以外

の環境施設だから、その環境施設に含まれるもの以外ということだよね。ということは、駐車場はそうだけど、

環境施設の中に入っている太陽光発電施設なんかはここに該当するわけ。 

○産業政策課長 後ほど、こういった図表をあらわした準則の本の資料がございますので、それを用いてわかり

やすく説明さしあげたいと思います。 

○柴田博委員 多分ここで今、採決しちゃうんで、問題がなければそれでいいですので、問題があるかどうかだ

け調べて、資料があれば後で出してください。 

○産業政策課長 承知いたしました。 

○委員長 そうしたら、資料が来てから昼食後、採決にしたいと思いますので、１時５分まで休憩します。 

午後０時０５分 休憩 

――――――――――― 

午後１時０３分 再開 

○委員長 それでは、休憩を解いて再開をいたします。 

午前中に引き続き審査を行います。担当課のほうで請求していた資料があれば、配付を願います。 

○産業政策課長 では今、お手元に委員長の許可を得ましたので、資料を配付させていただきます。 

○委員長 説明を求めます。 

○産業政策課長 塩尻市工場立地法準則条例第４条の規定の文書についてということで、柴田委員のほうから質

問を頂戴いたしました。今お手元に、その関係資料を配付いたしましたので、基づきまして説明をいたします。 

 お手元に配付しました資料ですけども、緑地面積率等に関する区域の区分ごとの基準ということで、国のほう

の告示でございます。こちら裏面おめくりいただきまして、裏面の３でございますけれども、工場立地法施行規

則第４条に規定する緑地以外の環境施設以外の施設または同条第１号トに掲げる施設と重複する土地及び規則第

３条に規定する建築物屋上等の緑化施設については、敷地面積に緑地面積率を乗じて得た面積の１００分の５０

の割合を超えて、緑地面積率の算定に用いる緑地の面積に算入することができないと。こちらの条文の規定の文

章を条文化しましたのが第４条でございます。第４条のほうは、このできないというものをできる規定にしてご

ざいます。 

この中で言っている施設でございますけれども、①でございますが、第４条に規定する緑地以外の環境施設以

外の施設と重複する土地、これ例示でございますけれども、駐車場の緑化ブロック。②になりますけれども、第

１号トに掲げる施設、こちらが太陽光の発電施設。第３条が明文化されていますとおり、建築物の屋上等緑化施
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設、こういったところの部分の面積を１００分の５０まで算入してもいいと、そういう条文の規定でございます。

説明は以上です。 

○柴田博委員 そうするとここの一番初めの、今の説明されたところの①、②、③にある中の①のところの緑地

以外の環境施設以外の施設には、駐車場なんかは入るけど、太陽光なんかはそこじゃなくて、その次の②のほう

に入るっていう説明ね。 

○産業政策課長 太陽光の場合ですけれども、太陽光は太陽光の下を緑地にすることも可能でございますので、

いわゆるその緑地と太陽光があって重複している施設と、そういう表現でございます。 

○柴田博委員 さっきわからなかったのは、緑地以外の環境施設以外の施設の中に駐車場とか、太陽光の施設が

入るっていうふうに説明されたんでおかしいなと思ったんですが、今の説明でわかりました。以上です。いいで

す。 

○産業政策課長 説明が曖昧で大変申しわけございませんでした。今の説明したとおりでございますので、よろ

しくお願いいたします。 

○委員長 ほかの委員よりよろしいですか。 

 それでは、質疑を終結し、自由討議を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 よろしいですか。ないので討論を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないので、採決を行います。議案第１２号については、原案のとおり認めることに御異議ありません

か。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長 異議なしと認め、議案第１２号については、全員一致をもって可決すべきものと決しました。次に進

みます。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

議案第１３号 塩尻市地場産業振興センター条例 

○委員長 議案第１３号塩尻市地場産業振興センター条例についてを議題といたします。説明を求めます。 

○産業政策課長 それでは、議案第１３号塩尻市地場産業振興センター条例について御説明申し上げます。議案

書の関係ページ及び議案関係資料の１４ページをお開きください。 

まず１、提案理由でございます。地場産業の振興及び地域経済の活性化に資するため、塩尻市地場産業振興セ

ンターを設置することに伴い、新たな条例を制定するものでございます。 

２、概要でございます。（１）塩尻市地場産業振興センターの設置、管理等について必要な事項を定めるもの

でございます。（２）塩尻市地場産業振興センターを市長が指定する指定管理者に管理させることに伴い、指定

管理者が行う業務を定めるものでございます。 

条例の新旧対照表については、本条例において、塩尻市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例を

改正いたします。詳細につきまして後ほど説明をいたします。条例の施行等については、平成３１年４月１日か

ら施行するものです。 
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参考でございますけれども、地場産センターの概要については（１）の位置、（２）の面積はお示しのとおり

です。主要施設は地場産品情報提供室、企画展示室、多目的ホールなどがございます。 

改めまして経過を申し上げます。平成２９年１月に、当該施設を現在所有しております一般財団法人塩尻木曽

地域地場産業振興センター及び木曽漆器工業協同組合から、施設等を塩尻市へ無償譲渡したい旨の要望書が提出

されました。これを受けまして、審議会を初め、市や地元関係者で協議を重ねてまいりました。また、国や県と

も協議し、本年７月の長野県公益認定等審議会において無償譲渡する旨の公益目的支出計画の変更が承認された

ことから、本条例の提案に至ったところでございます。 

それでは、条例案を説明いたします。議案の冊子、第１３号塩尻市地場産業振興センター条例をごらんくださ

い。主な条項を説明いたします。 

○委員長 課長、着座で構いません。 

○産業政策課長 では、着座にて失礼いたします。まず、第１の趣旨は先ほどの説明のとおりでございます。第

２条で設置について定め、地場産業の振興及び地域経済の活性化を設置目的としております。第３条では指定管

理者による管理を定め、第４条で指定管理者が行う業務として、第１号では地場産業の振興に関する業務と定め

ております。この業務は地場産品の普及、消費者への啓発等の需要開拓を図るための地場産品の展示、販売を初

め、漆器づくりの体験事業等が該当をいたします。第２号で利用の許可、第３号で施設設備の維持管理を業務と

して定めております。 

おめくりいただきまして、２ページになります。２ページ中ほど第９条では利用料を定めております。企画展

示室と多目的ホールを広く一般の皆様が利用できる箇所とし、利用料は固定資産税評価額を参考に算出をしてお

ります。 

次に３ページをごらんください。附則でございます。第１項、この条例は平成３１年４月１日から施行いたし

ます。ただし、第３項の規定は公布の日から施行するとしております。ここで第３項について説明をいたします。

この項で塩尻市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例を改正いたします。 

議案関係資料に戻りまして、１５ページでございます。新旧対象表をごらんください。現行第５条で、指定管

理者になることができない法人等を定めております。第２項で市長、副市長が役員等になっている法人、その他

の団体は指定管理者になることができないとされております。括弧書きで市が資本金、基本金その他これらに準

ずるものの２分の１以上を出資しているものを除く、という除外規定を制定してございます。これまで御説明し

てきましたとおり、塩尻市地場産業振興センターは、一般財団法人塩尻木曽地域地場産業振興センターが指定管

理者として管理運営することを想定しております。現在、法人であります、地場産業振興センターの組織は市長

が理事長となっております。これは、地方公共団体が主体となって設立し、本来、その地方公共団体が行うべき

事業をかわりに行っているという性格を持つ法人にありましては、むしろ、長が責任ある地位につくことにより、

当該法人に対し、地方公共団体の意思をより反映させるとともに、当該法人の信用性を高めることができるとの

観点、さらには市が経営、いわゆる収益化でございます。経営や運営、公立化でございますが、これに積極的に

関与することによりまして、より安定的な組織体を目指していく観点からでございます。 

現在、法人であります地場産センター基本財産の３，０２０万円のうち、本市の出損金は７００万円で、その

比率は２３．１８％であり指定管理者になることができません。しかしながら、長野県や木曽郡の町村、岐阜県
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中津川市も出損しており、普通地方公共団体の出損比率は６６．２２％となっております。したがいまして、第

２項中ほどの下線部、市を改正案の下線部、普通地方公共団体に改正いたしまして、本件対応してまいりたいと

考えております。 

今回の改正によりまして、除外規定に適合する団体は県や市町村の普通地方公共団体も出損する団体、すなわ

ち、広域的に公共性、必要性を認められた団体であるものが営業権となっております。なお、一般財団法人塩尻

木曽地域地場産業振興センターの経営状況につきましては、２８年度をもちまして、高度化資金に対する損失補

償がなくなったため、地方自治法第２４３条の３第２項の規定による、経営状況を説明する書類を現在議会に提

出をしておりません。今回の措置を機に、経営状況を説明する書類の議会への提出を義務づけるよう制度化して

まいりたいと考えております。以上、塩尻市地場産業振興センター条例について御説明申し上げました。御審議

のほど、よろしくお願いいたします。 

○委員長 それでは、説明を受けましたので質疑を行います。御質問、御意見ございますか。 

○柴田博委員 公の施設の指定管理者の指定の手続に関する条例の改正の関係で、現行のところで市長、副市長

が役員になっている団体で、２分の１以上に達していない場合には指定管理者になることはできないっていうこ

となんですが、先ほど５０％以上になっている場合は、なぜできるかということで、説明があったわけですけど、

５０％以下の場合にはなぜならないかということについては、どういう説明になるわけですか。 

○産業政策課長 こちらは、なぜなれないかと言いますと、やはりこの条例で規定しているところ、これが大き

な理由でございます。 

○柴田博委員 ５０％以上の場合には、市が大きくかかわっていて、市の責任で運営していけるというそういう

説明でしたよね、さっきね。それ以外、そうじゃなくて、５０％未満の場合には指定管理者になることができな

いというのは、市がかかわってはいるけれども、大きく力を発揮することができないとか、そういう理由だとい

うことですか。 

○産業政策課長 いわゆる長の調査権というのが地方自治法では定められておりますけれども、それはこの４分

の１以上であれば定めることができるという、そういうような規則が地方自治法の中に、いわゆる長の対象とな

る法人の範囲ということでありますけれども、現在は２３．１８％ということで、市のかかわりはいわゆる出損

比率だけで見ますと非常に薄いと、そういう委員御指摘のとおりの考え方が合っているかと思います。 

○柴田博委員 ほかの普通地方公共団体が出している分も含めるっていうのはわかるんですけれど、だけど、塩

尻市が出している分は変わらないわけだから、ほかのところは余り口は出さないわけですよね。そうすると、ど

うしても市長が理事長になれるように、変えるためにこういうふうにしたというのはよくわかるけど、実際の説

明と実際の対応等、違ってくるんじゃないかと思うので、その辺はいいんですか。 

○産業政策課長 実質は県が筆頭の出損者でございます。ただ、県ともその出損金のいわゆる権利的な譲渡とい

うようなお話を調整してまいりまして、弁護士にも相談したんですが、出損金ってなかなか、趣旨と違って証券

化されていなくて、出した後の持ち分を変えるというのは非常に困難だと、そういうところもございますし、県

では行政評価の中で、いわゆる県が一番出損をしていますけれども、塩尻市主導による運営が望ましいと。この

法人につきましてはそういう評価をしております。そういうことを鑑みまして、今回このような形で普通公共団

体とそういう措置をとったものでございます。 
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○柴田博委員 もう１点、違うことですが、条例案のほうで、指定管理者が行う業務っていうのが４点定められ

ているわけですが、私は一般質問の中でやったときにやり取りの中で、本会議場ではなかったかもしれないんで

すけれど、今の地場産センターの建物にかかわる業務について、指定管理者が行う業務になるんだという説明を

受けたんですけれども、そうすると例えば文化財施設の修復とか、ああいう関係の事業については、指定管理者

の業務にはならない自主事業になるという、そういうことですかね。 

○産業政策課長 今、地場産センターで行っておりますさまざまな業務を、どういうふうに該当させるかという

のを精査しております。やはり施設の指定管理ですので、その施設が要は必要かどうか、そういうところは大き

な一つの観点になっておりまして、文化財の修復事業につきましては、いわゆる現場に出向いて施工することが

多々ございますので、指定管理者の行う自主事業でもなく、その法人が行う自主事業という位置づけ、要は施設

がなくてできる指定管理の範囲を超えていきます。法人が行う事業でございますけれども、いわゆる施設の設置

目的には沿っていますので、その施設の中でもそういった文化財のいわゆる営業的なものはやってもいいと、そ

ういうような理解で、今、進めております。 

○柴田博委員 そうすると確認ですけれど、４つの項目の一番上にある地場産業の振興に関する業務っていう中

には、その文化財の修復なんかは入らないっていうことでいいわけですね。 

○産業政策課長 現行の考え方では含んでおりません。 

○柴田博委員 いいです。 

○委員長 今の関連で。含まないっていうことです。漆器の産業の振興とかは含まないということですか。もう

一度確認で。 

○産業政策課長 今、まだ確定ではないですけれども、私方の考え方を示させていただきますと、文化財修復事

業につきましては、受発注物件の施工、いわゆる工事が主な業務になっておりまして、文化財の修復工房という

工房も実際ございます。ですので、この地場産センターという施設がどうしても文化財の修復事業で必要かと、

そういう見地に立ったときは、この施設がなくてもこの事業はできるのかなと、そういう理解をしておりまして、

現在は指定管理業務外、いわゆる一般財団法人がその法人として漆器振興のために行う事業として位置づけをし

てございます。 

○丸山寿子委員 どうも頭の中がなかなか整理できないんですけれど、さっき説明でしっかり聞けていなかった

というか、（１）のところ、展示と体験とか言いましたか。そんなようなことが入るって、その辺もう少し言っ

ていただきたいのと、あと、楢川に私たちは説明に行ったときに、組合のほうからの要望みたいな発言の中にも、

修復とかのこともやりたいので建物は必要だというような説明も聞いたりしていて、内容が混乱している部分も

あると思うんですけれど、認識がなかなかみんなが一致していないっていうか。その辺についてしっかりお願い

したいと思います。 

○産業政策課長 ではそれぞれの事業ごとに、どういった位置づけをしているか、主なもの御説明をいたします。

まず、今やっている漆器の展示販売、これは木曽くらしの工芸館事業になりますけれども、これは指定管理業務

に位置づけております。あと、お客様を迎え入れる体験学習の事業、これも施設内にある体験工房を活用してお

りますので、これも指定管理者による指定管理業務と位置づけております。あと、条例にあります貸館事業、施

設の維持管理、こちらが指定管理業務になっております。次、レストランや喫茶ございますけれども、こちらは、
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施設全体の利便性の向上、そういう観点に立ちまして指定管理者が行う自主事業ですので、指定管理者業務とは

外して自主事業ということで、収支の独立性とか、そういったところを担保するものに位置づけております。あ

と、先ほど来、話した法人がやる事業ということで、補助金等を活用した事業でありましたり、ＰＲのイベント

事業、いろいろなところへ出向いて行って地場産品を提供する事業、こちらも施設が必要でないというところ、

あと、人材養成事業というのも収益事業の中にありますけれども、こちらも施設を使わずに、外へ出ていってや

る事業ということで法人の自主事業、先ほど来、お話を差し上げております文化財の修復事業は、法人の事業と

して位置づけてはおります。これは、指定管理業務とは考え方で切り離しているだけであって、全くそれを行わ

ないとか、そういう動き方ではなく、やはり文化財の修復事業、名古屋城でも御存じのとおり、非常に漆器産地

の活性化になったり、ＰＲにもつながっていく事業でありますので、この事業は実施をしないということではな

く、実施をするんですけれども、今回の位置づけ上はそういう位置づけだと。そんなような御理解をいただけれ

ばありがたいと思います。 

○丸山寿子委員 説明を聞いてメモはしているんですが、なかなかこう頭の中がすっきり整理できませんので、

表にして、もちろん位置づけということと実際と、部分はあるかもしれませんけど、考え方として位置づけを表

にしていただくことはできませんか。 

○産業政策課長 私ども、当然いろんな事業やっておりまして、表で考えて、これはどういうふうに該当するん

だっていうことを協議を重ねてまいりました。まだ非常にラフと言いますか、荒い形でよろしければ、資料とし

て御提出したいと思います。まだ、これは指定管理の条例とかそこら辺でも議論になろうかと思いまして、あく

までも確定ではございませんけどもこんな検討を重ねていると、そういう形になりますので、御承知おきいただ

ければと思います。 

○委員長 委員よりほかに。 

○永井泰仁委員 この施設の指定管理もそうですが、経営状況全般をわかるようなそういう公開をするというか、

議会等にお示ししてほしいんですが、これはどういうような形で経営状況を示してもらえるのか、具体的にお伺

いします。 

○産業政策課長 議会の報告の様式は、現在、塩尻市振興公社が行っている事業の概要と貸借対照表と収支計算

書、そのような形になろうかと思いますが、かねてよりさっきの全協でもお話しましたとおり、経営を評価する

指標、そういった指標がどれぐらいのポジションに位置しているのか、そういうものを別途作成をしながら、説

明においては配付をして説明をしてまいりたいと考えております。 

○永井泰仁委員 それとこの指定管理上の問題とか、法人にいろいろ提案や御意見を申し上げたいような場合に

は、ルール上はどんな形で反映されていくようになりますか。 

○産業政策課長 ルール上と言いますか、やはりこういう協議の場も当然ございますし、あとその他いろんな場

面で意見を頂戴すると思いますけれども、それはいただいたものは真摯に受けとめて回答をお返ししていくと、

そのような形で、まだここで条例は上程しておりますけれども、今後が一番大事なところと考えておりますので、

そこは議会の議員の皆様と情報共有、協議を重ねていただきながら進めてまいりたいと思っております。 

○永井泰仁委員 県からも出資をしてもらったり、あるいは借金を返していくということの中で、７００万円ず

つでも、四、五年間ですかね。この期間は相当経営の状態もチェックされるであろうし、市のほうとしてもかじ
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取りや助言を相当していかないと、軌道に乗るまでは大変じゃないかなっていう気がするもんですから、その辺

は特に行政も配慮して、この団体については、五、六年たって軌道に乗って基盤がしっかりできれば問題ないで

しょうけども、それまでの間は市の行政の皆さんも一緒になってチェックしたり、それからいろんな情報とかあ

るいは知恵も入れていく形にして、一番の基盤をつくる大事なところですから、行政としても団体が違うってい

うことじゃなくして、本当に市の仕事に近いぐらいな考え方でしっかりと指導したり、応援をしてほしいなって

いうことで、これは要望ですけれども、よろしくお願いしたいと思います。 

○委員長 ほかにございますか。 

私から。公益目的支出計画の変更が認められたということで、認められた場合幾ら残って、毎年７５０万円ず

つ赤字で出していますよね。それによって何年に公益目的支出がゼロになるのか。そこ詳しく説明してください。 

○産業政策課長 今の現状で申し上げますと、公益目的支出、ここで土地、建物、財産なくなりまして３，０２

０万円ほど残余が出まして、その後、公益目的支出計画の減額も５００万円ほどということで、六、七年、その

計画の縛りから外れるにはかかるんじゃないかという試算はしておりますが、やはり、それに縛られていると自

由がきかないというところもありますので、できる限り早く公益目的支出計画の配下に置かれないように進めて

いきたいなとは思っております。 

○委員長 そうじゃなくて、公益目的支出が残るじゃないですか。残ったのを毎年、県が今、３，０２０万円っ

ていう数字が出ていたので、それを計画として、これを過去のように７５０万円ずつ落としていくとするんです

よね、多分。そうした場合、何年でそれがなくなるのか。公益目的支出で赤字にしなきゃいけないっていうのを

市が引き受けた場合、何年間で終わるのか。それを教えてください。 

○産業政策課長 先ほど申し上げましたとおり、建物を譲渡すると、公益支出の目的計画残余が３，２００万円

くらいになると言われております。それを５００万円ぐらいずつ年々返していくと。 

○委員長 ６年で終わるというイメージでいいですか。 

○産業政策課長 そうです。六、七年で終わるイメージを描いております。できる限り早く、いわゆるその縛り

を外したいという私どもの思いはございます。 

○委員長 わかりました。 

○柴田博委員 確認ですけど、道の駅としての機能もそのまま残るということですので、駐車場やトイレについ

ては、現状も、それから塩尻市がかかわる来年の４月以降も２４時間使えるということでいいわけですね。 

○産業政策課長 道の駅の機能は当然残してまいります。ですので、２４時間トイレも使えますし、あと情報ス

テーションも使えるようなそういう形で、いわゆる道の駅としてのＰＲ効果とか、そういったものは大いに活用

していきたいというように考えております。 

○委員長 ほかに。 

私から。今の条例の説明の中で３点条例を、公共団体の意思反映ができる、それから信用性が上がる、それか

ら経営運営の効率化ができるというお話だったんですが、その決算の審査でもお聞きしたんですが、昨年よりも

１０％売り上げが落ちてきていると。示されたコンサルタントの計画では、ことし１，０００万円以上売り上げ

を上げるという計画でした。この辺が劇的に変わってくるという根拠をぜひ示していただければ、もろ手を挙げ

て賛成をしたいと思うんですが、数字的根拠も含めて説明をお願いできますか。 
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○産業政策課長 今年度８，１２０万円という売り上げの目標を掲げております。数値的な根拠を申し上げます

と、いわゆる目標金額としては、店舗販売で６，６００万円、外商とか卸売で１，３００万円、ネット販売で１

２０万円、企画展で１００万円、そういった目標に向けております。今、ふるさと納税、非常に寄附額がふえて

おります。昨年のいわゆる漆器のふるさと納税額４４万円、その３割が返礼品相当ですので、商品的に売れてい

るのが大体１０万円ちょっとですけれども、そこを伸ばせるように、今、ふるさと納税を扱うサイトであったり、

地方創生課とそこをふやせるような取り組みを相談しながら進めておりますし、店舗什器に関しましては非常に

いい受注をいただいておりまして、伸びているところではございます。ただ、決算の審査の中でも答弁しました

とおり、どうしても店舗の売り上げ、落ち込み、特に夏場はことし木曽路も暑くて、お客様そのものもなかなか

ふえていかないという状況の中で苦戦をしております。店舗の什器等でそれを補えるかというと、まだそういっ

たところにはいっておりませんけれど、これから秋に向けまして、一番木曽路のピークを迎えるところでありま

すので、いっぱい物が売れるように市としても積極的に関与をしながら、売り上げの目標が達成できるよう、務

めていきたいと考えております。 

○委員長 多分、売り上げ増が前提の、以前いただいた改修費用の運営モデル、１０年間で２億４，５００万円

ですか、過疎債も含めて投入するという、その前提が今、なかなかここで担当の方を責めるのではなくて、概況

がもうそういう状況なので、もうちょっと議会というか、いわゆる赤字の部分を減らすような方策を、売り上げ

を伸ばすだけじゃないところ、いろいろありましたが見ていただいて、１２月の議会に指定管理のいよいよ条例

が出てくるときには、きちんとできるっていうのを示していただきたいと思うんですが、どうなんです。 

○産業政策課長 おっしゃとおり、売り上げを伸ばすか経費を削減するか、この２つしかないと思います。当然、

指定管理者を指定するときは収支系の予算もいわゆる審査の資料になっていきますので、そういったところで、

来年どういった運営ができるかというところをきちんと見極めて、また１２月指定管理者の指定のいわゆる議案

を上程していくと思いますけども、お示しできればと考えております。 

○委員長 しっかりお願いします。 

○丸山寿子委員 漆器の売り上げとかは、私は個人的には本当に応援したいとは思うんですが、やはり世の中の

動きを見るとなかなか厳しくて、どの地場産も全国的にすごい涙ぐましい努力をしながら、頑張っているわけな

んですけれど、この前示していただいたようなものを見ても、本当に心配な面があるわけなんですけど、例えば、

指定管理者が行うようになって、赤字ってなった場合には、それをどのように補っていくか。市が補填してくっ

ていうふうになっていくのだろうかというふうに不安に思うものがあるんですけど、その辺について、誰が赤字

を、そうなった場合に補填していくのか、その辺どんなふうにお考えですか。 

○産業政策課長 経営計画でもお示ししましたとおり、当面の赤字というものはどうしても免れないところはあ

るかなと認識しております。ただそれをいかに少なくするか、いかに自走させていくかということが、今度、中

長期的、３年から５年先を見据えたときにやっていかなければならない。私どもの指命だと思っております。赤

字は、正直申し上げて市が補填をいたします。補填をしますけれどもその額は極力抑えたもの、将来的に自立、

こちらを目指して進めてまいりたいと思っております。 

○丸山寿子委員 あと、それからもう１点、指定管理者が行う事業に対して、市は補助金を出すということがで

きる事業がもしあるとすれば、どんなものがありますか。 
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○産業政策課長 事業のうち、市が補助金を出すといいますと、今申し上げました木曽くらしの工芸館の事業の

中で、赤字があればそれを補助金という形で出すのか、どういうような形で出すのかはまだ定めておりませんが、

支援が必要と考えておりますし、文化財の修復事業等でございますけれども、そういったものは、いわゆる法人

の自主事業でありながら、いわゆる木曽漆器の普及拡大や後継者育成に結びつく、極めて公益性の高い事業でご

ざいますので、そういったところも補助金という形で支援をしていかなければならないのかなと考えております。 

○丸山寿子委員 この前、実際に修復を行ってみたら、結果論としてかえって赤字だったと報告されているわけ

なんですけれど、本当に大きなところから見たら、日本の文化として残していかなければいけないというところ

もあるんですけど、例えば国の姿勢が、なかなか日本の文化を残そうっていう意識が、ちゃんとあるんですかと

いうふうに私なんかも言いたいところがあるんですけれど、そういった働きかけ、国とか県とか、県ももうちょ

っと県内の地場産についてしっかり、例えば石川県だとかほかの県に比べて弱いっていうふうに私は思っている

んですけれど、そういった働きかけも大事かと思うんですけれど、そういったところについてお聞きをしたいで

す。 

○産業政策課長 まず、県でございますけれども、ここ二、三年、かなり厚い支援をしてきていただいておりま

す。特に委員さん、テーブルウエアとか見まして、石川県のブースあたりを見てしまうと、大分、木曽漆器のブ

ースが見劣りをしてしまうと、そんなこともお感じになっているかと思います。また県に対しましては、県の産

業労働部に対して漆器の振興をぜひお願いしたいということで、県も今は頑張っている産地を応援しますと、そ

ういうことを言っていますので、やっぱり一番肝要なところは、産地の人たちがいかにこういう課題を持って問

題意識を持って、この漆器という産業を未来永劫つないでいこうとそういう意識が、持っていないとなかなか県

や国も動いてくれませんが、そういったところを市は一生懸命後押しをしながら、県と国にはいい事業ないです

かという働きかけをしてまいりたいと思っております。 

○丸山寿子委員 枝分かれしたような質問になってしまうんですけど、国と言えば、外国から来ている経済学者

みたいな方なんかも本を書いていて、今、ここで食いとめなければ、本当に文化の継承がないっていう、それは

本当に思うんですよね。そういったことっていうのは、働きかけをしていっていただきたいと思います。 

全国のいろいろな漆器の産地が一同に並んだりしたときには、塩尻の場合は本当にブースとして、販売のブー

スに１カ所出ているだけなんですよね。力をもっと入れていただきたいというふうには、もう全然比べられない

というふうには、今、思っているところなんですけど。 

○産業政策課長 本当に、ここで絶やすことはできなくて、いわゆる収益上のところのお話もありますけれど、

文化という側面に立ちますと、そういう文化的な価値って、４００年紡いできていますこの事業は残していかな

ければならないと思います。国内はしかり、市場は世界にもあるんじゃないかと、そんなところにも目を向けな

がら、いろいろ発信することができればと思っております。 

○丸山寿子委員 なので、その大切なところを、私は前からずっと言っているように、地元の全ての皆さんがも

っと、地元の産業にかかわっている人もなんですけど、この大変な状況を把握できるように伝えてもらって、議

論もしてもらって、いろんな協力を得られるようにしてほしいということが１点と、それから向こうに出向いて、

その仕事に携わっている皆さんと話したときに、やはりデザイン性を上げないと売り上げにはつながらないって

いうことを発言したんですが、やはり職人の皆さんは自分のこだわりもあるので、なかなかそこのところが厳し
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いようなことを言っている方もいたんですが、それではもう絶対に沈んでいくだけなので、そういった意識改革

も含めて本当にしっかりしていかないと、今、旧塩尻市内の方たちは、まだ余りこの現状を知らないので、私た

ちは議員として、もしこのことを市が引き継いでいくならば、そういう真剣に地元だとか、携わる方たちも考え

ているっていうことも含めて、そういうことがないと私たちも議員として責任を本当に感じるところなんですよ

ね。ですので、その辺をしっかり地元や関係者も含めて、そういった気運を醸成していくようにしてほしいとい

うふうに考えていますが、どうですか。 

○産業政策課長 今回の地場産センターの公の施設への設置する、これを機に含めまして、ぜひ私どもも地元と

深い論議をしながら、その産地の皆さんの意識の改革があらわれるようにしていきたいと思っております。 

○委員長 いいですか。ほかに。 

○篠原敏宏委員 この条例に関しては、今、丸山委員や先ほど永井委員から言われた、この地場産業っていうの

が国における位置だとかそういうことも含めて、非常に苦境にあるけれども大事な日本の文化を支える、そうい

うこれは仕組みだと。ですから市を挙げて公費を投入することも含めて、そのことをしっかりやっていくんだっ

ていう、その意思表示だっていうふうに私は捉えておりますが、そういう見方、捉え方でよろしいでしょうか。

もう一回確認だけさせていただきたいと思いますが。 

○産業振興事業部長 ただいまの質問ですけれども、まさにそういうつもりで、私たちおります。地場産センタ

ー、塩尻市に引き継ぎまして十数年この間、経営状況よくなっているということは余りないという状況の中で、

センターを身軽にする中、何とか生き残れるように、その生き残るということは、やはり地域の地場産業の振興

であったり、伝統技術の継承であったりという部分を含めての話でございます。したがいまして、私たちがそれ

を何とか今後、市の負担をできるだけ少なくする中で、どうやっていけばいいかということを検討した中で進め

ておるものでございますので、御理解賜るようお願いいたします。以上です。 

○篠原敏宏委員 わかりました。翻って私も、地元の今までかかわってきた者からしますと、とてもありがたい

ことでありますし、これからのことを考えますと、今まで議論になってきました運営費の、これが表現として私

はそれでいいとは思いませんが、垂れ流しをしていくっていうような言われ方をしてこれが続いていくっていう

のは、じくじたる思いがあります。ですから運営費に関しては、やはり現場の努力も含めて、そのこと自体がこ

の地場産業が苦境から抜け出して新しいところへ一歩踏み出す、私はその姿のあらわれだと思いますので、利益

が出るということ、運営が楽になるということは、イコールそういうことだと。ということで、新商品の開発だ

とかそこへ踏み込まないと、私はいつまでたっても大変な状況がずっと続くのではないかなと。ですから新商品

の開発、そういったところに産地ぐるみで踏み出せるような、そこは行政が下支えをしていくと。そのことは市

民含めて、世間の皆さんが認知していただくっていう、そういう仕掛けをぜひこれはＰＲも含めてやっていただ

きたいなと。 

あとは、県に関しても長野県の伝統的工芸品産業の中では、木曽漆器あるいは飯山仏壇っていうところが支え

ております。どちらも苦しいんですが、やはり県の伝統的工芸品産業を木曽漆器が支えているっていうのは、こ

れは職人さんたちの自負も含めてありますので、そのあたり、ぜひ県知事とタッグを組んでそれを支えていただ

きたいなと。これは要望、意見にさせていただいて、私はまだ討論にならないですが、ぜひこれは理解したいと

思います。以上です。 
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○委員長 ほかにございますか。 

○永井泰仁委員 先のことになって大変恐縮ですけれども、この条例の次には指定管理者の指定の期間、これま

でほかの施設でいうと大体５年くらいですかね。そういうことと、それから赤字経営になった場合には市が補填

をせざるを得ないということ、それから県からの融資等もあって六、七年は慎重にやらなければいけないという

ことを考えて、その延長線上で考えていくと、この指定管理者というものは公募ではなくて、特定のところ等を

指名をしてやっていく考えのようにとれますが、この次の議会あたりで指定管理で出てくるでしょうけども、そ

の辺の腹づもりはどうですか。一般公募、話を聞くと適さないような感じが受け取れますが、最終結論は出てい

ないでしょうけど、皆さんの今、現時点での考え方はどうでしょうか。 

○産業政策課長 指定管理の公募、非公募におきましては、今、非公募を想定してございます。いわゆる指定管

理者の指定の市のガイドラインの中で、非公募により選定する場合の具体的な基準というのがございまして、そ

の中の設置目的や設置経過などから、公募になじまない施設、いわゆるサービスの専門性、特殊性から、特定の

団体が保有する専門的なノウハウ、そういったものを活用した管理運営という形で非公募で進めてまいりたいと、

今、考えてございますし、あと県の公益目的支出計画の変更のときも、いわゆるこの地場産センターのこの法人

が継続して施設管理を行うことというのが、一つの条件とさせていただておりました。以上です。 

○永井泰仁委員 非公募にしても公募にしても、例えば非公募なら、なぜ非公募にしたのかっていうのがはっき

りまた説明できるように、今後また整理をしておいてもらって、みんなが納得できる方向で応援できるような体

制ということで、メリットとかデメリットとか、いろいろな面から一つ検討をして、非公募なら非公募で、こう

いうことのほうがベターだというような資料とかいろいろなものを検討しておいてほしいと思います。これは要

望で結構です。 

○委員長 ほかにございますか。 

○副委員長 県は出損金を１，５００万円ほど出しているわけで、これを放棄するということで、その後どうい

うふうなかかわりをという質問の中で、産地の問題意識の問題だと。産地が問題意識を持って一生懸命やれば、

県も一生懸命応援するよと、こういう県のスタンスだという御返事ですが、地元の皆さんがやっぱり、どのぐら

い真剣になってやるかという、行政が幾ら旗振りやっても、やっぱりその仕事にかかわる人がいかにそういう意

識があるかどうか、そこが一番のポイントになってくると思うんですよね。この間、漆器組合の青年部の皆さん

とも話したときにも、ぜひセンター直してくれと、こういう要望があるわけですが、それじゃ、地元としてどう

いうふうにやるんだという、要するに地元の皆さんが何を考えているか、そのことが見えてこない。だから、本

当に地元の皆さんに、３人ぐらいの核となる人をつくってもらって、その人たちと真剣になって話していかない

と、本当の意味での振興はなっていかないなと。幾ら行政が旗振っても、地元がいかにやるか、これに鍵がかか

ってくる。その辺の決意はどうですか。 

○産業振興事業部長 中野副委員長がおっしゃるとおり、また、ほかの委員の皆さんからもおっしゃっていただ

いたとおり、地元の理解というかやる気がない限り、私たち幾ら旗振っても動かないというのは重々承知してお

ります。したがいまして、今後も引き続き、今まで以上に地元の皆さんと話をする中で、よりよい方法を求めて

進めてまいりたいというふうに考えておりますので、お願いいたします。 

○副委員長 やっぱり地元を動かす、そういう核となる人材を、３人がいいか５人いいかわかりませんが、そう
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いう人を何とか見つけることが大事だと思うんですよね。そんな努力もしながら、ぜひひとつ地元の皆さんの意

識、意志が上がるようにぜひ取り組んでいただきたいなと思います。 

○委員長 要望でいいですか。ほかに。 

○産業政策課長 先ほど質問ございました、地場産センターでやっている事業の考え方、こちらの表を配付した

いと思いますがよろしいでしょうか。 

○委員長 これを認めます。 

○産業政策課長 では、今お手元に地場産業振興センターで実施している事業の考え方という資料を配付いたし

ました。こちら今、行っていますそれぞれの事業を、今後どういう位置づけにしていくか、私どもが協議の中で

取りまとめたものでございます。木曽くらしの工芸館事業に当たりましては指定管理業務、この以下、体験学習

事業、貸館事業、施設の維持管理、ここまでを指定管理業務としております。現在ありますレストラン、喫茶、

ここは施設の一体的な利便性の向上という観点から、指定管理者が行う自主事業と考えております。あとその下、

補助金事業、ＰＲイベント事業、人材養成事業、文化財修復事業、こちらは施設的な見地から立ったときにその

施設がなくてもできる事業という考え方に立ちまして、法人の行う事業と位置づけております。ただ、いずれに

しましても相対的な木曽漆器の振興、そういったところへ結びつく事業でございます。私のほうからは以上です。 

○副委員長 業務報告として報告する内容で、指定管理者が報告する業務報告と、法人が行う業務報告と分かれ

るということになるんですか。 

○産業政策課長 業務報告上は、指定管理者のガイドラインに定めてあるとおりの報告になってしまいますけれ

ども、私どもはそれよりも一歩踏み込んで、法人としての運営、経営がどうか、そういうところもしっかりとチ

ェック、監視はしてまいります。 

○委員長 もう一回聞かないとわからない。 

○副委員長 そうすると、業務報告として報告する内容は、指定管理者が報告する内容と法人が報告する内容と、

なぜこれができないかというのはよく理解できないので、要は決算書上にはどうなるんですかね、これ。 

○産業政策課長 その法人の決算書上は、今のお示ししている公益事業と収益事業がございまして、そういった

決算書で上がってきますけども、指定管理業務の中では事業報告書という形で様式を定めて、どんな利用者がで

あったり、月次の御報告をいただいております。そういった指定管理の定めによるものは、きちんと指定管理の

定めによる書類での業務の報告を受けるという考え方でございます。 

○副市長 今の御質問ですけれども、それは議会に報告するということでしょうか。それとも、こちら側の施設

の管理者としての報告を受けるということでしょうか。どちらでしょうか。 

○副委員長 要は世間一般に報告する、地場産業振興センターとしてどういう業務をやりましたっていったとき

に、指定管理者と法人がという、こういう表現をするもんですから。地場産業振興センターが平成３０年度こう

なりましたよという報告の中に、その分かれがあるかどうかっていう。 

○副市長 なぜ議会報告が今できないかっていうと、資本金、いわゆる出資金が２５％以下なもんですから、地

方自治法の規定により、２５％以下のものは議会報告をしてはいけないとは書いてないですけれども、いわゆる

するべきではないと、こういうことになっているわけです。今回は、先ほど答弁しましたとおり、条例を新たに

つくって、一般財団法人地場産業振興センターについては議会報告の義務を課します、そういう条例を３月に提
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案すると。それによって、議会に報告をできる義務を課すということになります。これは、市に対して市が義務

を課されるわけですから、その条例によって。今まで、例えば文化振興事業団とかあるいは土地開発公社とかあ

るいは振興公社とか、そういうふうに議会へ報告している。今回もありましたけれども、その様式に則って法人

全ての財務と計画と決算、事業報告について議会へ提出する。これは義務を課せられますから、そういう形式で

やります。これは一般財団法人としての報告です。 

もう一方、市が公の施設として、公の施設をどういうふうに管理をしているのかっていうのは、財務内容とは

一致していますので、これは同じ報告を受けます。その中で、どういう形でこの公の施設として管理をしていっ

ていただけるのか、例えば入場者数がどうだとか、ここにあるような、例えば木曽くらしの工芸館の事業だとか、

指定管理の事業として持ってきたものは、さらに細かい報告を市として受ける。指定管理者である一般財団法人

から市として、これは議会へは報告する義務はありませんから、これは報告しません。一部は全体として報告し

ますけれど、そういう内容になるかというふうに思います。今までも、いわゆる公益事業と公益事業じゃない事

業ということで、財務は財団法人の場合、分かれることになっていますので、それはそういう形式で踏襲してい

くことになろうかと思います。以上です。 

○副委員長 そうすると、ほかの指定管理をしている団体においても、こういうふうな形で業務内容が分かれて

いるところがあるということですか。 

○副市長 例えば、社会福祉協議会で施設を管理してもらっていますけれども、その社会福祉協議会は、その施

設の公の施設の管理の仕方と、その公の施設を使って自主事業を展開しているものとあります。したがって両方

市は、この施設の中でどういう事業をどういう形で展開をしていてくれるのか、それを報告を毎年毎年求めてい

ます。これは、基本協定に従って求められることになっています。事業は大きく分けて２つありまして、いわゆ

る公の施設の管理の事業と、いわゆる自主事業と言われる。自主事業と言われても、その施設を使って行ってい

る自主事業については報告を受ける。こういうことでございます。 

○委員長 いいですか。ほかにございますか。 

私から。これ配っていただいて、余計思ったんですが、いわゆる公益目的支出のものは法人に残して、丸つい

ています上の補助金等事業、ＰＲイベント、人材養成、文化財修復事業は、法人事業として今のセンターに残す

というか現状のままと。指定管理業務のほうは、工芸館の物販、それからワークショップ、貸館、施設の管理っ

ていうことで、どっちかっていうと収益事業のほうは指定管理にするっていうやり方なわけですよね。これ、さ

っき非公募っていう話あったけど、これ普通、ほかの道の駅とか行けば、この分野は公募が大原則で、仮に赤字

が出ても、いわゆる補填すると。それによって、指定管理者の本来の目的である効率化とコストの削減とサービ

スの向上が図られるって考えられるので、わざわざこれ非公募に、市しか受けられないっていう理由をつけたい

のはわかるんですけど、私はこういう法人の事業も指定管理にいくと思っていたので、そうじゃないんだったら

逆にこれ公募にして、そのかわり今の従業員の人たちは雇用の条件をつけて一回探してみてから、それでやっぱ

りないので市でやるっていうのだったらわかるんですけど。これ、公募でやって条件つけて雇用者をつけて、そ

の辺、検討してもらえません、副市長。 

○副市長 今回の場合は、木曽地域地場産業振興センターをつくりたくてつくるわけじゃないですよね。今回の

一番大きな目的というのは、一般財団法人木曽地域地場産業振興センターをどういうふうに経営改革をしていく
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か、これは大きな目的です。そのことによって今を、いわゆる固定資産も不動産も、しかもそれは老朽化した不

動産を、一般財団法人の財務の中で抱えていかなくちゃいけないわけですよ。そこに対して抱えていかなくちゃ

いけないから赤字が出てくる。赤字が出てくるから、それを市が際限なしとは言いませんけれども、今まで垂れ

流しのように補助金を出してその運営を支えてきた。これはいつまでも続かないだろうと。しかも建物の老朽化

がだんだん進んでくると余計その状況が、もう根本的に救えない状況になってきてしまう。 

 そうすると、ここは所有と経営をきちんと切り離して、一回重たいものは外そうと、一般財団法人の経営の中

から。それが今回の地場産業振興センターを公の施設とする理由です。 

したがって、いわゆる公募で、地場産業センターを他の団体なり、他の民間の企業にやらすということは最初

から想定しておりません。これは前、いつか３月か１２月のときに、私、はっきり申し上げたと思いますけども、

それは想定しておりませんので、一般財団法人がもし経営を放棄する、やめちゃうということになると、あの財

団法人の財産から、それから経営の、場合によったら赤字から何から、それはどこかで引き継がなくちゃいけな

いわけですよ。定款の規定によって、寄附行為の規定によって。これは、今一番大きく出資をしている県が引き

継ぎますか。将来は塩尻市が引き継がざるを得ないような状況に陥ってきちゃうといけないから、その前に手を

打って財団を軽くして、何とかきちんとした経営ができるように立て直しをしましょうと。私ずっとその財団に、

立て直しを終わった後、財団に経営をさせなくちゃいけないということを言うつもりはさらさらありません。状

況が変わったら、場合によったら形態を変えて、市長が別に理事長じゃなくたっても構わないわけですよ。もっ

と優秀な人がいれば理事長をしっかりやっていただいて、きちんとした経営ができるような体制をとっていく。

場合によったら財団を解散して、民間のいわゆる株式会社に、それはもしかしたらなるかもしれない。それが一

番いい理想的な方法だと私は思っていますので。 

これ、前にもお話ししましたけど、しばらく時間を貸していただいて、そういう状況になるまでにしばらく時

間を貸していただいて、ぜひ経過を見守っていただいて、そのかわり、いろんな御意見やら御支援をあわせてお

願いをしたいというのが、今回の本質でございますので、ぜひ御理解をいただきたいと思います。 

○委員長 わかりましたと言いたいところなんですが、今なぜ公募にこだわったかというと、要はこれ、再建計

画はコンサルタントさんが出して、昨年よりも１０％売り上げが落ちていると。要するに立て直す人がいない。

今の職員の中でも意識があったとしても、現状では難しいですよね。これ皆さん、いいと思うんですよ。外部の

人も入れたりっていうことになってくると。そのときに現状で市が受ければ、同じものを横に続けていく、同じ

人員で。もちろん、新しい何か活気的なものが生み出せればいいですけど、そういうところが期待できない。 

なので、副市長の言いたいことはわかります。市がもっと負債を引き受ける前に、何とかバランスシート軽く

してっていう話は。ただ経営、特にこういう分け方をするのであれば、要は公益目的支出は残しておいて収益だ

け指定管理に渡すっていう。だったら公募にこだわりませんが、いずれにしてもお願いしたいのは、経営をちゃ

んと変えられる人材を呼んでくること。これは多分、一致してますよね。この約束ができないのに銀行さんに行

って、融資してください、何やってくださいって、それは市役所の中では通っても、しゃばでは通らない。これ

は、当委員会の委員じゃなくて、ほかの議員と話してもそういう意見でした。その辺、きょうじゃなくて、１２

月にはちゃんと出てくるんでしょうけど、どうするのか。今の職員の体制でいくのか。それともきちんと改善す

る人を連れてくるのか。もしくは職員の中で、内外を含めて公募したりするのか。それをお聞かせいただけませ
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んか。 

○副市長 経営計画、コンサルタントの提言の中にもありましたとおり、一番問題なのはやっぱり人材です。私

は、一番問題なのは、まだプロダクトアウトなんですよ、これ、形態が。漆器でいい製品を開発すれば売れると

思っているんですね。売れないんですよ、実は。マーケットインじゃなければ絶対に売れない。この間、女子大

生来て公募を見て、こういう製品を開発したら売れるだろうって言ってみんなやっていますけど、あれ、逆なん

ですよ。むしろ地場産センターへ来て、どういうものが売れるか、こういうものを置いたら売れるんじゃないか

って女子大生に見てもらったほうがよっぽどいい。そのくらいの発想の転換がやっぱりできないと、地場産セン

ターっていうか、一般財団法人の木曽くらしの工芸館事業だって、１，０００万円から２，５００万円の売り上

げを上げていかなきゃいけないわけですから、そういうことをやらないとできないわけですよ。人材はどうして

も必要です。ただ、その人材が見つかるかどうかというのは、努力はしますけれどもしばらく時間をください。

努力する、あるいは人材を見つけるための、まさか市の職員がそのまま行って指導して売れるとは全く思ってお

りませんので、その辺は委員長さんのおっしゃるとおり、私ども問題意識としてしっかり持っています。そうい

うふうにありたいなというように思っていますし、そういうふうに持っていくつもりでおります。 

○委員長 お約束というわけではないですが、期待をしております。 

ほかに委員より。 

○丸山寿子委員 確認でお願いします。指定管理料っていうのは、今まだ算定していないのか、どうなのか。こ

ういう表で出てきて、出してもいただいたんですけど。もし今の段階でどんなふうに考えているのかあれば、示

していただきたいのと、あとは、先ほど赤字の補填、究極、市がっていう御答弁でしたけど、例えば運営上生じ

た何か損害賠償みたいなのが出た場合、それもやはり市と考えるのか。市がどこまでどういうふうにかかわれる

のかっていうことも気になるところなんですけど、その辺について今の段階でどんなふうに考えていますか。 

○産業政策課長 指定管理料の関係でございますけれども、いわゆる建物の維持管理にかかる軽微の保守点検、

電気、火災報知器、危険物の関係とか、そういった委託の関係で年額２３０万円ほど出しております。また、水

光熱費であったり、定期的な修繕費用、そういったものも積算をしてございます。そういったものはいわゆる建

物の維持管理にかかるものということで、精査をしながら、指定管理料の算定にしていきたいと考えております。 

逆に、市有の施設になると変わってくるもの。いわゆる固定資産税の租税公課であったり、建物の保険の関係

も変わってまいりますので、そういった額のいわゆる相対を計算しながら、施設の維持管理するお金を出して、

さらに施設の維持管理にかかる人件費を指定管理料には含めていきたいなと、そんな考え方でおります。 

 損害賠償は、恐らく今度は公の施設ということで、市が入ります建物共済制度がありますので、それに基づく

損害賠償の手続きをとっていく形になります。以上です。 

○委員長 関連で、指定管理料、人件費と物件費と、あとここに交際費とか借金があればですけど、今回の場合

は赤字だった場合、収益事業が補填をすると思うんですね。いわゆるそれが指定管理料の中に、もしなってくれ

ば。しない、する。 

○産業政策課長 考え方によるんですけれども、指定管理料はあくまでも指定管理料として、きちっと分けてい

きまして、いわゆる赤字補填というのは、法人の事業の運営を、今、５００万円出している、そういったものに

基づくような考え方で算定はしていきたいと考えております。 
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○委員長 管理料とは別で、法人へ入れると。真水で入れるってこと、今と同じような状況だということでいい

です。 

○産業政策課長 そのとおりの考え方で進めております。 

○委員長 わかりました。くどいんですけど、先ほど税金で補填するって言ったのは、補助金のほうで補填する

っていう意味でいいです、解釈は。 

○産業政策課長 補助金で補填すると、そういう形で取りたい。運営を補助していくというような形を取りたい

と考えております。 

○委員長 わかりました。私はいいです。 

いいですか。よろしいですか。 

 それでは、質疑を終結して、自由討議を行います。何かありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 いいですか。それでは討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 討論を終結いたします。 

ないので、採決を行います。議案第１３号については、原案のとおり認めることに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長 異議なしと認め、議案第１３号については、全員一致をもって可決すべきものと決しました。 

次に進みます。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

議案第１７号 市道路線の廃止及び認定について 

○委員長 議案第１７号市道路線の廃止及び認定についてを議題といたします。 

○建設課長 それでは、議案関係資料の２５ページをお開きください。市道路線の廃止及び認定について、１、

提案理由、市道路線の廃止及び認定について道路法第８条第２項及び第１０条第３項の規定により、議会の議決

を求めるものでございます。 

２、概要でございます。２路線を廃止し、新たに３路線を認定するものでございます。こちらは開発行為に伴

うものでございます。 

まず廃止路線でございますが、路線番号２３３２、路線名、旧原新田住宅線と、路線番号２３３３、旧原新田

住宅２号線でございます。場所につきましては２７ページの別図１をごらんください。こちらは以前、県営住宅

広丘団地のあったところでございます。平成２９年６月議会におきまして、県営住宅用地の払い下げを受け、開

発事業として整備するため、当初１路線であった原新田県営住宅線について、開発区域を除く形で２路線に分け

て認定していただいたものでございます。 

次に認定する路線でございますが、今回先ほどの開発が終了したことに伴い、区域内の道路、新たに３路線を

認定させていただくものでございます。１つ目といたしまして、路線番号２３３４、原新田住宅線でございます。

場所につきましては、２８ページの別図２をごらんください。先ほど廃止をさせていただきました路線を含めた

ものでございます。全長は約３２４メートル、幅員は３．６メートルから６メートルでございます。続きまして、
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路線番号２３３５、原新田住宅２号線でございます。県道塩尻鍋割穂高線を起点といたしまして、開発区域内を

北から南に通過する形の路線でございます。詳細ですが、延長約１５１メートル、幅員は５メートルから６メー

トルです。次に路線番号２３３６号、原新田住宅３号線でございます。路線番号２３３５と２３３４を結ぶ路線

でございます。延長は約７６メートル、幅員は５メートルでございます。 

ちなみに開発区域内の状況でございますが、開発緑地といたしまして、１１０平米と１３０．２１平米の２カ

所の緑地を設けてございます。あわせまして、１３１．３１平米、また道路分でございますが、両側に自由勾配

側溝を設置してございます。雨水処理といたしまして、３カ所の浸透ますが設置されております。ちなみに区画

数につきましては、２４区画と聞いております。以上が今回市道の廃止認定をする路線でございます。 

２６ページに戻っていただきましてごらんいただければと思いますが、今回提案させていただくことによりま

して、市道路線数につきましては、１路線増の２５１７路線、総延長距離は２９９メートル増の８９万４，１２

５メートルとなっております。御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○委員長 委員より御質問、御意見ございますか。よろしいですかね。 

 ないので、質疑を終結し、自由討議を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないので、それでは討論を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないので採決を行います。議案第１７号については、原案のとおり認めることに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長 異議なしと認め、議案第１７号については、全員一致をもって可決すべきものと決しました。１０分

間休憩いたします。 

午後２時２３分 休憩 

―――――――――― 

午後２時３１分 再開 

○委員長 それでは、休憩を解いて再開いたします。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

議案第１８号 平成３０年度塩尻市一般会計補正予算（第６号）中 歳出６款農林水産業費、７款商工費、８款

土木費 

○委員長 議案第１８号平成３０年度塩尻市一般会計補正予算（第６号）中、歳出６款農林水産業費、７款商工

費、８款土木費を議題といたします。説明を求めます。 

○森林課長 それでは１６、１７ページをお願いいたします。６款の農林水産業費の２項１目林業総務費１３節

の委託料になります。説明欄の白丸、林業被害対策事業諸経費、黒ポツ、森林づくり推進支援金事業委託料６５

０万円の増額でありますけれども、内容につきましては、松くい虫対策、松枯損木の処理委託の増であります。

本年度の状況を申し上げます。７月末で松枯れ被害、市内４８カ所、これは前年同月が２５カ所でありますので、

被害が拡大をしているということになります。ことしは６月から平均気温が高い状況が続いておりますので、マ

ツノマダラカミキリの羽化が早いという報告を受けております。今後活発な活動が予想されますので、被害増加
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が懸念をされるということであります。したがいまして、１，０００万円委託料、当初予算ございました。ここ

に６５０万円を増額補正をして、合計で１，６５０万円、これは２９年度決算額と同規模ということであります。

私からは以上でございます。 

○産業政策課長 次に、７款商工費１項商工費２目商工振興費について説明いたします。説明欄の白丸、商店街

活性化事業、商店街活性化事業負担金につきましては、２５５万９，０００円の増額補正をお願いするものでご

ざいます。こちらにつきましては、中信市街地の活性化を図るため、空き店舗を改修、改設する場合に、直接要

した経費の２分の１、２００万円を上限として交付をしております。今、この事業を活用しまして、えんぱーく

前の旧スーパーを改修し、焼き肉屋を開業する事業に既決予算で対応しておりますけれども、新たに大門八番町

におきまして、定食を中心としました飲食店を開業する予定がありますことから、その改修費用と家賃補助分を

２２５万９，０００円、当初予算の２５０万円に加えまして増額補正をお願いするものでございます。私からは

以上です。 

○観光課長 同じく商工費中５目観光費のうち、工事請負費についての増額をお願いするものでございます。観

光施設整備工事１０万円でございます。こちらは、木曽平沢駅への誘導看板、外国人観光客向けのものを設置す

るというものでございます。財源といたしまして、長野銀行が平成２３年より行っております長野銀行地域応援

キャンペーンの寄附によるものでございます。私からは以上でございます。 

○建設副事業部長 それでは引き続きましてその下、８款土木費２項道路橋梁費１目道路橋梁総務費、１つ目の

白丸、道路橋梁事業諸経費の１つ目の黒ポツ、木曽地域交通網対策協議会負担金３万円でございます。こちらに

つきましては、現在、木曽地域には道路網を充実させる目的で組織された木曽地域交通網対策協議会があり、長

野県南部国道連絡会を通して国への要望活動を行っております。ただ、飯田地区の三遠南信道、リニア関連のイ

メージが強く、木曽地区の国道１９号を整備名とした同盟会がないため、木曽地域における国道１９号の整備要

望が強く感じられているところでございます。飯田国道事務所の管理区間の岐阜、長野県境から塩尻市広丘高出

までの８２．６キロの木曽郡６町村と塩尻を含めた１市６町村で構成する木曽地区国道１９号整備促進期成同盟

会が設立されることに伴いまして、負担をさせていただくものでございます。 

続きまして、３目道路新設改良費、１つ目の白丸、生活道路整備事業、１つ目の黒ポツ、市道新設改良工事１，

００１万２，０００円でございますが、現在、市で発注して工事を行っております奈良井踏切新設歩行者通路新

設事業におきまして、ＪＲとの協議において見張り員の増員と、また、地元奈良井区との調整の中で、上流、こ

ちらちょうど酒屋さんのほうから、奈良井宿のほうから来る排水路の接続方法につきまして変更が生じたもので

ございますので、補正を行わせていただくものでございます。 

次の白丸、道路施設長寿命化改修事業４，２３７万１，０００円でございますが、ここで説明のため資料を配

付させていただいてよろしいでしょうか。 

○委員長 これを認めます。 

○建設副事業部長 こちら、１つ目の黒ポツ、測量設計調査委託料につきましては、去る５月１６日にＪＲ東海

より、ＪＲ中央西線にかかる跨線橋メロディ橋より、れんが片の落下確認がされたとの連絡が入ったため、緊急

に橋梁の定期点検と、浮きれんがのたたき落としを実施させていただいたものでございます。その下の工事委託

料でございますが、れんがの落下防止のためのメロディ橋の橋梁補修工事を実施させていただくものでございま
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す。ＪＲ東海への工事委託料の補正をお願いするものでございます。 

それではお手元の資料のほう、説明をさせていただきます。こちら１枚目見ていただきますと、メロディ橋塩

尻側からの状況です。単線にかかる橋梁ということで、歩道橋になっております。延長が１１．６５メートル、

幅員４メートル、架設年度は１９０９年という古いものでございます。れんがつくりによりまして、見ていただ

ければと思いますが、れんがが落下して、そのあとコンクリートで補修をしているという状況でございます。１

枚目が塩尻側からのものです。 

 次のページでございます。こちら落下している状況と、既設のれんがの状況の図面でございます。また、真ん

中には奈良井側から見た状況です。奈良井側から見たほうが、若干まだ、れんががついているかなというような

感じが見受けられます。また、落下したということで、浮きれんがの撤去、たたき落としの作業をしている写真

が３ページにあるものでございます。こちらのはしごを使って、たたき落としをしながら、浮いたれんがを取っ

ているというものでございますが、こちら架線、電気が走っておりますので、夜間、電気をとめましての作業と

いうことでございます。 

 ３ページの下のほうにつきましては、れんが片の撤去状況ということで、このような袋に２袋、３袋取れたと

いうような話を聞いてございます。 

 最終、４ページでございますが、たたき落とした後の写真ということで、そちら記載写真でございます。また、

たたき落としている作業風景ということでございます。最終的に工事内容、今回緊急でまたこういった落下、剥

離による落下防止ということで緊急性を要するため、ＪＲとの協議の中で５ページ目を見ていただければと思い

ますが、先ほどお話をさせていただきました樹脂吹きつけという形で、ポリウレア樹脂トンネル覆工剥離対策と

いうことで、このような作業をさせていただき、剥離または落下の防止をしてまいりたいという内容でございま

す。 

工法の特徴等につきましては、記載をされておりますが、吹きつけ塗装厚が１．２５ミリとなるため、内空断

面を圧迫しづらいということで、こちらのトンネル、もう内側に仮設をするということができない状況となって

いる中での最終的な剥離防止対策ということで、お願いをしたいところでございます。 

 続きまして１枚おめくりいただきまして、１８ページと１９ページでございます。３項河川費１目河川維持費、

１つ目の白丸、河川維持諸経費、１つ目の黒ポツ、河川支障木伐採委託料２５０万円でございますが、こちら、

先の本会議でもお話がありました森林税を活用した河畔林整備事業を行うものでございます。この事業でござい

ますが、森林税の活用による防災減災事業として本年度より施行されたもので、市で管理しております重要河川

について河川区域内の樹木の除去、また、隣接する河川区域外の河畔林の育成のための間伐に対し、１０分の９

の補助金で対応できるようになったものでございます。本年度実施予定河川といたしましては、上西条の権現川

を予定しております。また、県要望といたしまして、小曽部川、下小曽部、上小曽部地区をお願いしてございま

す。こちらにつきましては、河畔林を整備することで洪水被害の防止軽減を図ることが期待されるという内容で

ございます。私のほうからは以上でございます。 

○都市計画課長 私からは、４項都市計画費４目駅施設維持費につきまして御説明を申し上げます。白丸、駅舎

等維持管理諸経費のポツ、営繕修繕料２９万４，０００円につきましては、この６月１２日の昼ごろ、広丘駅周

辺で発生しました落雷により、広丘駅東口に設置してあります防犯カメラ２基及び時計が壊れたため、その修理
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について増額補正をお願いするものでございます。 

続きまして、７目交通安全対策費につきまして御説明いたします。白丸、交通安全対策事業諸経費、１つ目の

ポツ、交通安全設備設置工事１２４万８，０００円につきましては、長野県警へゾーン３０の要望をしていまし

た高出地区につきまして、この５月に採択となったため、エリア内２１カ所に路面標示及びゾーン３０の補助標

識の設置工事を行うための費用を増額補正お願いするものでございます。なお、今回のゾーン３０指定エリアは、

東側が国道１９号、西側が市道高原通線、南側が高校北通線、北側が市道南熊井郷原線に囲まれた範囲でござい

ます。私からは以上でございます。 

○建築住宅課長 続きまして、その下５項住宅費１目住宅企画費、説明欄白丸、空き家対策事業について説明さ

せていただきます。黒ポツ、住宅ストック活用事業補助金５３２万円の増額をお願いするものでございます。本

事業は居住環境を整備することにより、本市への移住または定住を促進するため、空き家の活用等に要する経費

に対して２分の１を補助金として交付するもので、補助金額の上限を、空き家の片づけ等については１０万円、

空き家の改修または解体について５０万円としているものでございます。平成２８年度から開始して３年目とな

る補助事業で、本年度は、７月末時点で空き家の片づけは６件、空き家の改修は５件、空き家の解体は７件、合

計１８件で補助金の交付決定総額は５９４万６，０００円となり、本年度予算６００万円をほぼ充足している状

況になっております。今年度中に空き家対策として、この補助金を活用しようと予定している案件が今後１８件

予定がありますので、補助申請の予定総額が５３０万円余あることから、予定されている事業分の増額補正をお

願いするものでございます。 

以上、歳出６款農林水産費、７款商工費、８款土木費の補正予算の説明となります。御審議のほどよろしくお

願いします。 

○委員長 それでは質疑を行います。委員より御質問、御意見ありますか。 

○丸山寿子委員 １７ページで先ほど商店街活性化事業、１つはえんぱーく前、もう１つは八番町ということで

したけど、八番町というのはどこら辺の八番町でしょうか。 

○産業政策課長 この八番町でございますけれども、県道沿いでございまして、やまというお店ありますけど、

その隣の空き店舗を活用する予定の案件で調整が進んでおります。 

○丸山寿子委員 空き店舗活用で、この場合は持ち主だった人が、活用でまた新たなことにするのか、別の方が

やるのか、その辺について教えてください。 

○産業政策課長 想定はいろいろパターンございますけれども、現状は借り主のほうが事業を行う。いわゆる改

修事業、その補助事業になっております。 

○丸山寿子委員 ちなみに、改修した後は何になるのかということは、今、わかっているんですか。 

○産業政策課長 今回、これから改修に入ることで、今、相談がまいっている段階でございますけれども、いわ

ゆる普通の定食を中心とした定食屋さんになる予定で計画は進んでございます。 

○委員長 ほかによろしいですか。 

○副委員長 この奈良井の歩道工事の１，００１万２，０００円、この平面図は出ます。 

○建設副事業部長 必要であれば、すぐ御用意いたしますが。 

○委員長 ではよろしくお願いします。 
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○建設副事業部長 わかりました。 

○委員長 後でもいいですかね。ほかにございますか。よろしいですかね。平面図ですので、後ほど審査進んだ

後でお願いしたいと思います。 

 それでは、質疑を終結し、自由討議を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないので、討論を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないので採決を行います。議案第１８号については、原案のとおり認めることに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長 異議なしと認め、議案第１８号については、全員一致をもって可決すべきものと決しました。 

次に進みます。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

議案第２２号 平成３０年度塩尻市水道事業会計補正予算（第１号） 

○委員長 議案第２２号平成３０年度塩尻市水道事業会計補正予算（第１号）を議題とします。説明を求めます。 

○経営管理課長 それでは、別冊の議案第２２号平成３０年度塩尻市水道事業会計補正予算（第１号）をお願い

いたします。第２条の業務の予定量でございますが、配水施設整備事業につきましては、路面復旧事業及び。 

○委員長 課長、座っていただいて。 

○経営管理課長 それでは、着座で失礼させていただきます。 

 国道１９号線桜沢改良事業関連の配水管改良工事に伴い、１，８００万円を増額して１億７，０７０万円に補

正するものでございます。 

次に第３条の収益的収入及び支出ですが、支出では水道事業費用を１４０万７，０００円増額して、１７億７，

４０３万８，０００円にするものでございます。 

次に第４条の資本的収入および支出ですが、収入では資本的収入を１，６４４万円増額して２億３，６０１万

８，０００円に、支出では資本的支出を５，２１９万９，０００円増額して８億９，４５６万６，０００円にす

るものでございます。 

この補正によりまして、４条の本文中の括弧内に記載してございます資本的収入額が資本的支出に対して不足

する額への補填財源の内訳を改正するものでございまして、その不足する６億２，２７８万９，０００円を６億

５，８５４万８，０００円に、当年度分消費税及び地方消費税資本的収入調整額２，３１７万円を２，５８１万

９，０００円に、当年度分損益勘定留保資金４億５，５２４万５，０００円を４億８，８３５万５，０００円に

するものでございます。私からは以上です。 

○上水道課長 着座で失礼させていただきます。それでは、９ページをお願いいたします。２１款１項１目原水

及び浄水費をお願いいたします。２２節賃借料につきましては、７月の大雨によります小曽部浄水場及び楢川浄

水場水源地の土砂撤去に伴いまして、重機借上料３８万円の増額をお願いするものです。その下の２３節修繕費

につきましては、浄水関係の機器の老朽化に伴い４００万円の補正をお願いするものですけど、具体的には床尾

浄水場水系センサーの交換、日出塩導水管開渠修繕、小曽部浄水場濁度計の修繕を行うものです。私からは以上
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です。 

○経営管理課長 次に、その下の２目消費税の２９７万３，０００円の減額につきましては、今回の補正により、

納付する税額が減額となるため、補正するものでございます。 

次に１０ページをお願いします。資本的収入及び支出の４条予算でございます。３１款資本的収入３項負担金

１目他会計負担金の６６０万１，０００円の増額につきましては、消火栓の新設・更新基数の増による一般会計

からの工事負担金の増額に伴い、補正するものでございます。 

次にその下の２目建設工事負担金の９８３万９，０００円の増額につきましては、吉田配水施設事業の舗装本

復旧工事の増額に伴い、セイコーエプソンから負担をいただく特別工事負担金が増額となるため、その補正をす

るものでございます。私からは以上です。 

○上水道課長 引き続きまして、１１ページをお願いいたします。４１款１項２目配水施設費をお願いいたしま

す。２６節の工事請負費につきましては、配水施設整備事業といたしまして、７月６日に発生しました平出地区

の配水管漏水に伴います路面復旧費３００万円をお願いするものです。また、国道１９号桜沢改良事業に伴いま

すトンネルの出口付近、既存の国道との接続箇所の配水管が支障になりますので、合計２００メートルの配水管

の布設がえということで、１，５００万円の追加補正をお願いするものです。また、吉田地区配水施設整備事業

といたしまして、昨年度、野村配水池関係の工事をさせていただきましたけれども、その総配水管布設工事に伴

います舗装本復旧をことし予定しておりますけれども、当初予定しておりました舗装復旧厚５センチが実際のと

ころ１０センチありましたので、路面復旧のために１，５００万円の増額をお願いするものです。 

続きまして、３目浄水施設費２６節工事請負費をお願いいたします。これにつきましては、各浄水場配水池の

機器故障に伴います工事の増額といたしまして、床尾浄水場の濁度計の更新工事、小曽部浄水場の原水電動弁更

新工事、上西条の浄水場のろ過池水位計の更新工事及び平沢配水池配水流量計の更新工事ということで、１，３

００万円の増額をお願いするものです。 

続きまして、４目受託建設費をお願いいたします。２６節の工事請負費につきましては、危機管理課指示によ

ります消火器３基の増工によります補正といたしまして、６１９万９，０００円をお願いするものです。 

○経営管理課長 ページ戻りまして、６ページをお願いいたします。予定損益計算書になります。今回の補正に

より変更のあったのは、２の営業費用の（１）原水及び浄水費が賃借料と修繕費でございまして、この結果、中

ほどにあります営業利益、経常利益、それから下から４行目の当年度純利益ともに４０５万５，０００円の減額

となります。それから一番下の当年度未処理分利益剰余金につきましても、同様４０５万５，０００円の減額の

３億５，３９４万８，０００円となるものでございます。説明は以上でございます。御審議のほどよろしくお願

いいたします。 

○委員長 それでは、質疑を行います。委員より御質問、御意見ありますか。よろしいですか。 

○柴田博委員 一点お願いします。１１ページの配水施設整備事業の中で、国道１９号の桜沢関連ということで

したけれども、これは財源はどうなるわけですか。どこかから、国からでも来るわけですか。 

○上水道課長 これにつきましては、全額自費と言いますか、単費と言いますか、補助事業等はございません。 

○柴田博委員 それは市で布設してあった配水管が邪魔になるということですか。 

○上水道課長 はい。市が占用取らせていただいて布設したものが、支障になるということです。 
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○柴田博委員 いいです。 

○委員長 よろしいですか。ほかにございませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 よろしいですかね。それでは、質疑を終結して自由討議を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないので、討論を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないので、採決を行います。議案第２２号については、原案のとおり認めることに御異議ありません

か。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長 異議なしと認め、議案第２２号については、全員一致をもって可決すべきものと決しました。 

○建設副事業部長 先ほど、副委員長から御質問のありました平面図につきまして御用意いたしましたので、担

当係長のほうより御説明申し上げますので、よろしいでしょうか。 

○建設係長 御説明させていただきます。 

○委員長 座ってください。図面ですので。 

○建設係長 ありがとうございます。図面の下のほうですが、奈良井宿のほうから水が流れてきまして、今、直

角にぶつかっている状態なんですけれども、やはり地元の皆さん老朽化と、真っすぐ当たるものですから水があ

ふれるということで、地元のほうからどうにかしてほしいということでお話をいただきまして、今回補正させて

いただいておる状態でございます。それと１枚めくっていただきまして、写真をつけてございますが、一番こっ

ちの左下ですかね、ここから上のほうが奈良井宿のほうなんですけれども、そちらのほう、途中でますできて終

わっているんですが、その下から暗渠を通りまして、今度こちらのほうの一番端の右側のところに直接ぶつかっ

ている状態でございまして、その辺の改修を行う予定でございます。以上でございます。 

○委員長 ということだそうですが、図面の読める方は質問をお願いいたします。いいですよ。どうぞ。 

○篠原敏宏委員 この赤いところが今回、今までの設計と変わって追加になるっていうことで、水路が要はスム

ーズに流れ込みができるっていう、そういうことですね。わかりました。 

○委員長 それでは、議案についての審査は以上ですが、全体を通して何かあれば。いいですか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 行政側から何かありますか。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

議会閉会中の継続審査の申し出 

○産業振興事業部長 閉会中の継続審査についてお願いを申し上げます。本委員会主管の各事業部、大変重要な

案件を抱えております。したがいまして、閉会中の継続審査についてお願いを申し上げるものでございます。よ

ろしくお願いします。 

○委員長 ただいま継続審査につきまして申し出がありましたが、これについて御異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 
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○委員長 異議なしと認め、そのように議長に申し出をいたします。 

 以上で、当委員会に付託された案件の審査を終了いたします。なお、当委員会の審査結果報告及び委員長報告

の案文につきましては、委員長に御一任願いたいが御異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長 異議なしと認め、そのようにいたします。理事者から挨拶があればお願いいたします。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

理事者挨拶 

○副市長 ２日間にわたりまして、委員会の中で大変慎重に御協議いただきまして、全ての議案に対してお認め

をいただきまして、大変ありがとうございました。審査をいただく中でいただきました御意見、御要望に対しま

しては、私ども真摯に受けとめて、しっかり努めてまいりたいと思います。どうもありがとうございました。 

○委員長 以上をもちまして、９月定例会産業建設委員会を閉会といたします。 

午後３時０１分 閉会 
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